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１ 「渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例」の概要

建設工事などで排出された土砂等による埋立て等について、有害な物質の混入

や堆積された土砂等の崩落が懸念されています。

渋川市では生活環境を保全するとともに、土砂災害の発生を防止するため、「渋

川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例」（以下「条例」という。）を制定

しました。

この手引では、土砂等の埋立て等を行う場合の手続について説明します。

（１）条例の目的

条例の目的は、土砂等の埋立て等について必要な規制を行うことにより、①埋

立て等による土壌の汚染②埋立て等による災害の発生の 2 点を未然に防止し、市

民の生活環境を保全するとともに市民の安全を確保することにあります。

したがって、土砂等の埋立て等を禁止する趣旨ではありません。

（２）条例の適用対象

この条例では、土砂等による埋立て等を行おうとする者が、500 ㎡以上 3,000

㎡未満の埋立て等を行う場合、市長の許可を受けなければなりません。

なお、条例の適用区分は【図 1】のとおりです。

【図 1】

※3,000 ㎡以上の埋立て等は、群馬県の許可が必要になります。

（３）主な用語解説

■土砂等

「土砂等」とは、地表・地盤等を掘削するなどして採取された土・砂・礫・

砂利が集まったものをいい、砂・石などが混じっていても全体として土砂と

土砂等による埋立て等

500 ㎡未満の

埋立て等

500 ㎡以上 3,000 ㎡

未満の埋立て等

3,000 ㎡以上の

埋立て等

許可不要 許可必要

【渋川市】

許可必要

【群馬県】
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みなすことができる場合は、本条例が適用されます。産業廃棄物である汚泥

やコンクリートガラ等は土砂に該当せず、土砂等に廃棄物が混入し、又は付

着していた場合は、廃棄物処理法が適用されます。

■埋立て等

「埋立て等」とは、①土地の埋立て、②盛土、③その他土地への堆積（製

品の製造又は加工のための原材料の堆積を除く。）を行うことをいいます。

①「埋立て」とは、周辺地盤面より低い窪地等を埋め立てることをいいます。

②「盛土」とは、周辺地盤面より高くなるように土砂等を盛り、かつ将来に

わたってその形状の変更が予定されていないものをいいます。

③「堆積」とは、一時的に土砂等を盛り、将来その形状の変更が予定されて

いるものをいいます。

■土砂等埋立等区域

「土砂等埋立等区域」とは、土砂等による埋立て等を行う区域をいいます。

■小規模特定事業

「小規模特定事業」とは、土砂等埋立等区域以外の場所から排出され、又

は採取された土砂等による埋立て等を行う事業であって、当該土砂等埋立等

区域の面積が 500 ㎡以上 3,000 ㎡未満であるものをいいます。

3,000 ㎡以上は特定事業となり、群馬県知事の許可が必要になります。

■小規模特定事業区域

「小規模特定事業区域」とは、小規模特定事

業の用に供する区域をいいます。

土砂等埋立等区域に加えて、現場事務所や駐

車場、排水施設等の区域が含まれます。

（４）事前相談

この条例には、事前相談に関する規定はありません。しかし、手続き等につい

て事前にご確認いただくことは、円滑な許認可手続きにつながります。

小規模特定事業を行う皆様には、事前相談を行っていただくようお願いします。

◆相談窓口

渋川市 市民環境部 環境政策課 生活環境係

〒377-8501 渋川市石原 80 番地

℡(0279)22-2114（直通）

◆確認事項

①許可申請等の要・不要 ②提出書類の詳細

③疑義・不明点 など



- 3 -

（５）小規模特定事業許可手続きの流れ 【図 2】

事前相談

土地所有者への説明・承認

小規模特定事業に係る土地所有者の承認書（様式第 3 号）の徴取

①小規模特定事業許可申請書（様式第 2 号）の提出

許 可

②土砂等搬入届出書（様式第 6 号）の提出

土砂等搬入開始

【面積の変更、施工計画の変更等】

③小規模特定事業変更許可申請書（様式第 4 号）の提出

変更許可

【届出者の住所・氏名の変更等】

④小規模特定事業軽微変更届出書（様式第 5 号）の提出

【地位の承継】

⑤小規模特定事業地位承継届出書（様式第 14 号）の提出

【定期報告】

3 か月ごとに⑥小規模特定事業施工状況報告書（様式第 17 号）の提出

【土壌検査】

「小規模特定事業区域へ土砂等の搬入を開始した日」から 6 か月経過

「前回の検査基準日」から 6 か月経過

「搬入した土砂等の数量が 5,000 ㎥を超える日」

いずれか早い日に⑦小規模特定事業区域内土壌検査等報告書（様式第 18 号）

の提出

完 了

⑨小規模特定事業完了届出書（様式第 11 条）の提出

廃止又は休止

⑧小規模特定事業廃止（休止）届出書（様式第 12 号）の提出

標
識
（
第

号
）
の
掲
示

15

適用除外

罰 則

措置命令

許
可
取
消

無許可

無許可
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（６）提出書類一覧 【表 1】

No. 提 出 書 類 備考

①

【小規模特定事業許可申請時】

1 小規模特定事業許可申請書（様式第 2 号）

2 小規模特定事業区域の位置を示す図面

3 小規模特定事業区域の付近の見取図

4 土砂等埋立等区域の見取図

5
＜申請者が個人の場合＞

申請者の住民票の写し及び印鑑登録証明書

6
＜申請者が法人の場合＞

法人の登記事項証明書及び印鑑証明書、法人の役員の全員の住民票の写し

7

＜土地の所有権を有しない場合＞

当該所有権を有しない土地を使用する権原を証する書類（賃貸借契約書等）

小規模特定事業に係る土地所有者の承認書（様式第 3 号）

8
＜小規模特定事業の施工が請負の場合＞

当該請負契約書の写し

9 施工管理者の住民票の写し

10 小規模特定事業の施工に関する計画（申請書に記載できない場合）

11
小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関

する計画（申請書に記載できない場合）

12 小規模特定事業区域の現況平面図、現況断面図及び面積計算書

13 小規模特定事業区域の計画平面図、計画断面図及び雨水排水図

14 土砂等埋立等区域の計画平面図、計画断面図及び面積計算書

15 埋立て等をする土砂等の予定容量計算書

16
＜技術上の基準にしたがって安定計算を行うとき＞

当該安定計算を記載した書面

17
＜擁壁を設置する場合＞

当該擁壁の構造計画及び構造計算を記載した書面（応力算定及び断面算定含む）

18

＜雨水等を適切に排水しなければならないとき＞

当該小規模特定事業区域における排水施設の構造計画図、流出量算定及び排水

断面算定を記載した書面

19
＜法令等に基づく許認可等を要する場合＞

小規模特定事業が当該法令等に基づく許認可等を要することを示す書類

20 土砂等埋立等区域の現況写真（２方向以上から撮影したもの）

②

【土砂等を搬入する１０日前】

1 土砂等搬入届出書（様式第 6 号）

2 土砂等排出元証明書（様式第 7 号）

3 土壌検査の試料を採取した位置図

4 土壌検査の試料を採取した現場写真

5 検体試料採取調書（様式第 8 号）

6 土壌検査証明書（様式第 9 号）

③
【面積の変更、施工計画の変更等】

1 小規模特定事業変更許可申請書（様式第 4 号）
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※提出書類一覧中様式とあるのは、渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例施行規則

に定める様式のことです。

2 条例第 7 条第 2 号～第 8 号の変更に係る事項に関するもの

No. 提 出 書 類 備考

④

【届出者の住所・氏名の変更（軽微な変更）】

1 小規模特定事業軽微変更届出書（様式第 5 号）

2
＜申請者又は施工管理者の住所又は氏名の変更の場合＞

住民票の写し

3
＜法人の主たる事務所の所在地、その名称又は代表者の氏名の変更の場合＞

法人の登記事項証明書

⑤

【地位の承継】

1 小規模特定事業地位承継届出書（様式第 14 号）

2 承継の事実を証する書類

⑥

【定期報告】

1 小規模特定事業施工状況報告書（様式第 17 号）

2 小規模特定事業施工管理台帳（様式第 16 号）

⑦

【土壌検査】

1 小規模特定事業区域内土壌検査等報告書（様式第 18 号）

2 土壌検査に使用した土砂等を採取した地点の位置図

3 現場写真

4 検体試料採取調書（様式第 8 号）

5 土壌検査証明書（様式第 9 号）

＜水質検査を伴う場合＞

6 水質検査証明書（様式第 19 号）

7 排水を採取した地点の位置図

8 現場写真

9 検体試料採取調書（様式第 8 号）

⑧

【廃止又は休止】

1 小規模特定事業廃止（休止）届出書（様式第 12 号）

2 小規模特定事業区域の出来形に関する図面

3
小規模特定事業区域以外の区域への土砂等の飛散及び流出並びに崩落による災

害の発生を防止するために必要な措置に関する図面

4 廃止（休止）した土砂等埋立等区域の現況写真（２方向以上から撮影したもの）

⑨

【完 了】

1 小規模特定事業完了届出書（様式第 11 号）

2 完了した小規模特定事業区域の出来形に関する図面

3 完了した土砂等埋立等区域の現況写真（２方向以上から撮影したもの）
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２ 小規模特定事業を行う場合

（１）小規模特定事業に関係する者の義務

渋川市内で小規模特定事業を行う場合、小規模特定事業に関係する者は、条例

の目的を念頭に置き、次の義務を負うことになります。

ア 埋立て等を行う者

①土壌の汚染を生じさせるおそれのある埋立て等を行うことのないよう努め

なければなりません。

②災害の発生の防止のために必要な措置を講じなければなりません。

③土砂等埋立等区域の周辺の地域の生活環境の保全に配慮しなければなりま

せん。

イ 土砂等を排出する者

①土壌の汚染を生じさせるおそれのある土砂等の拡散を防止するよう努めな

ければなりません。

②適正な埋立て等が行われるよう当該埋立て等を行う者に協力しなければな

りません。

ウ 土地の提供者

①土壌の汚染及び災害を生じさせるおそれのある埋立て等を行う者にその所

有する土地を提供することのないよう努めなければなりません。

（２）許可が必要な場合

渋川市内で土砂等埋立等区域の面積が 500 ㎡以上 3,000 ㎡未満の小規模特定事

業を行う場合は、原則、小規模特定事業許可申請書（様式第 2 号）を提出し、市

長の許可を受けなければなりません。（条例第 7 条）

（３）許可が不要な場合

次の土砂等埋立等行為については、本条例の許可が不要です。ただし、届出が

必要な場合がありますので、事前相談をお願いします。

①土砂等埋立等区域の面積が 500 ㎡未満の土砂等埋立等行為

②宅地造成その他事業の工程の一部において行う土砂等による埋立て等であっ

て、当該事業を行う区域において、当該区域から排出され、又は採取された

土砂等によるもの

③国並びに地方公共団体国及び地方公共団体に準ずる団体が行う土砂等による

埋立て等（委託し、又は請け負わせて行うものを含む。）

地方公共団体に準ずる団体とは、規則で定める次のとおりです。

・高速道路株式会社法（平成１６年法律第９９号）第１条に規定する会社

・土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１０条第１項の規定により認
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可された土地改良区、同法第７７条第２項の規定による認可を受けた土地

改良区連合並びに同法第９５条第１項の規定による認可を受けて土地改良

事業を行う農業協同組合、農業協同組合連合会、農地利用集積円滑化団体、

農地中間管理機構及び同法第３条に規定する資格を有する者

・土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第４条第１項の規定により

都道府県知事の認可を受けた者、第１４条第１項の規定により設立された

土地区画整理組合及び同法第５１条の２第１項に規定する認可を受けた株

式会社

・地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に規定する地方住宅供

給公社

・公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第１０条第

１項の規定により設立された土地開発公社

・独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定す

る独立行政法人

・国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規定する国

立大学法人

・日本下水道事業団法（昭和４７年法律第４１号）に規定する日本下水道事

業団

・前各号に掲げる者のほか、地方公共団体がその資本金、基本金その他これ

らに準ずるものを出資している法人であって、市長が地方公共団体に準ず

る者として認定した者

④採石法の認可を受けた採取計画に係る岩石採取場の区域において当該採取計

画に基づき採取された土砂等による当該岩石採取場の区域における埋立て等

⑤砂利採取法の認可を受けた採取計画に係る砂利採取場の区域において当該採

取計画に基づき採取された土砂等による当該砂利採取場の区域における埋立

て等

⑥廃棄物の処理及び清掃に関する法律の許可を受けた産業廃棄物処理施設にお

ける覆土又は覆土のために行う土砂等による埋立て等

⑦この条例若しくは法令等又はこれらに基づく命令その他の処分による義務の

履行に伴う土砂等による埋立て等

⑧非常災害のために必要な応急措置として行う土砂等による埋立て等

⑨運動場、駐車場その他の施設の本来の機能を保全する目的で通常の管理行為

として行う土砂等による埋立て等

⑩主として自己の居住の用に供する住宅の建築のために

行う土砂等による埋立て等

⑪主として住宅の用に供する土地の開発のために行う土
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砂等による埋立て等

※⑪については、事前に小規模特定事業に関する届出書（様式第 1 号の 2）

の提出を行った土砂等による埋立て等に限ります。事前に提出しないと許可

対象になります。
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３ 小規模特定事業の許可を申請するとき

申請書類等及び添付書類は、正本 1 通、副本 1 通の計 2 通を作成して提出して

ください。副本については、正本をコピーして作成してください。申請受付後に

収受印を押印して返却します。

（１）許可申請に当たって

市では、申請のあった小規模特定事業について次の視点で審査します。これら

が条例等に定める目的及び基準に適合すると認めるときでなければ許可はできま

せん。

①生活環境の保全及び市民の安全を確保することができるか

②埋立て等のために搬入される土砂等が、条例で定める土壌基準以下であるか

③申請者が欠格要件に該当していないか

④小規模特定事業の施工計画が、規則で定める次の基準を満たしているか

・土砂等埋立等区域の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に

滑りが生じないようにくい打ち、土の置換えその他の措置が講じられるこ

と。

・著しく傾斜をしている土地において、施工する前の地盤と埋立て等をされ

る土砂等との接する面が滑り面とならないように当該地盤の斜面に段切り

等の措置が講じられること。

・土砂等による埋立て等の高さ及び法面の勾配は、次の【表 2】のとおりで

す。 【表 2】

・擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、宅地造成等規制法施行令（昭和

37 年政令第 16 号）第 6 条から第 10 条までの規定に適合すること。

・土砂等による埋立て等の高さが 5 メートル以上である場合にあっては、土

砂による埋立て等の高さ 5 メートルごとに幅 1 メートル以上の段を設ける

こと。

・土砂等による埋立て等の完了等の後に地盤の緩み、沈下又は崩壊が生じな

いよう締固めその他の措置が講じられること。

・土砂等による埋立て等の完了後の法面は、石張り、芝張り、モルタルの吹

付け等によって風化その他の浸食から保護する措置が講じられること。

・湧水の多い土地に土砂等による埋立て等を行う場合にあっては、有孔管等

土砂等による埋立て等の高さ 法面の勾配

15 メートル超 安定計算を行い、安全が確保される勾配

15 メートル以下 垂直 1メートルに対する水平距離が 2メー

トル以上の勾配

5 メートル以下 垂直 1 メートルに対する水平距離が 1.8

メートル以上の勾配
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による排水施設を設け、雨水等を適切に排水しなければ埋立て等を行う土

砂等が流出し、又は災害が発生するおそれがある場合にあっては、十分な

能力及び構造を有する排水施設を設けること。

（２）許可申請に必要な書類

小規模特定事業許可申請書（様式第 2 号）に必要事項を記載し、次の書類を作

成してください。

①小規模特定事業区域の位置を示す図面（【表 3】参照）

②小規模特定事業区域の付近の見取図（【表 3】参照）

③土砂等埋立等区域の見取図（【表 3】参照）

④申請者の住民票の写し（申請者が個人の場合）

⑤法人の登記事項証明書及び印鑑証明書、法人の役員の全員の住民票の写し（申

請者が法人の場合）

⑥当該所有権を有しない土地を使用する権原を証する書類（賃貸借契約書等）

小規模特定事業に係る土地所有者の承認書（様式第 3 号）

（土地の所有権を有しない場合）

⑦当該請負契約書の写し（小規模特定事業の施工が請負の場合）

⑧施工管理者の住民票の写し

⑨小規模特定事業の施工に関する計画（申請書に記載できない場合）

⑩小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に

関する計画（申請書に記載できない場合）

⑪小規模特定事業区域の現況平面図、現況断面図及び面積計算書（【表 3】参照）

⑫小規模特定事業区域の計画平面図、計画断面図及び雨水排水図（【表 3】参照）

⑬土砂等埋立等区域の計画平面図、計画断面図及び面積計算書（【表 3】参照）

⑭埋立て等をする土砂等の予定容量計算書

⑮当該安定計算を記載した書面（技術上の基準にしたがって安定計算を行うと

き）

⑯当該擁壁の構造計画及び構造計算を記載した書面（応力算定及び断面算定含

む）（擁壁を設置する場合）（【表 3】参照）

⑰当該小規模特定事業区域における排水施設の構造計画図、流出量算定及び排

水断面算定を記載した書面（雨水等を適切に排水しなければならないとき）

（【表 3】参照）

⑱小規模特定事業が当該法令等に基づく許認可等を要することを示す書類（法

令等に基づく許認可等を要する場合）

⑲土砂等埋立等区域の現況写真（２方向以上から撮影したもの）
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◆小規模特定事業許可申請書に添付する図面内容

【表 3】

図面の種類 明示すべき内容 縮 尺 備 考

位置図及び付

近の見取図

□方位

□小規模特定事業区域の位置及び区域

□土砂等埋立等区域の位置及び区域

□道路並びに目標となる土地及び建物等

1/25,000

以上

小規模特定事

業区域の現況

平面図

□方位

□区域内の字の境界及び名称並びに土地

の地番及び形状

□道路並びに建物等

1/500 以上

小規模特定事

業区域の現況

断面図

□現況の地盤の高さ及び勾配

□道路境界線

1/100 以上

小規模特定事

業区域の計画

平面図

□方位

□区域内の字の境界及び名称並びに土地

の地番及び形状

□土砂等埋立等区域の境界線

□土砂等埋立等区域の境界を示すくいの

位置

□盛土若しくは堆積又は擁壁の勾配及び

位置並びに高さを示すくいの位置

□法面の位置

□擁壁の位置

□排水施設の位置

□災害の発生を防止するための施設の位

置

1/500 以上

小規模特定事

業区域の計画

断面図

□土砂等埋立等行為の高さ及び勾配

□土砂等埋立等行為を行う地盤面

□盛土若しくは堆積又は擁壁の勾配及び

位置並びに高さを示すくいの位置

□法面の保護の方法

□擁壁の位置

□排水施設の位置

□災害の発生を防止するための施設の位

置

1/100 以上

小規模特定事

業区域の雨水

排水図

□排水施設の位置

□排水施設の規模

□排水施設の勾配及び水の流れの方向並

びに吐口の位置及び放流先の名称

平面図

1/500 以上

断面図

1/50 以上

土砂等埋立等

区域の計画平

面図

□方位

□区域内の字の境界及び名称並びに土地

の地番及び形状

□土砂等埋立等区域の境界線

□土砂等埋立等区域の境界を示すくいの

位置

□盛土若しくは堆積又は擁壁の勾配及び

位置並びに高さを示すくいの位置

□法面の位置

□擁壁の位置

□排水施設の位置

□災害の発生を防止するための施設の位

置

1/500 以上

土砂等埋立等

区域の計画断

面図

□土砂等埋立等行為の高さ及び勾配

□土砂等埋立等行為を行う地盤面

□盛土若しくは堆積又は擁壁の勾配及び

1/100 以上
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（３）許 可

申請書を受理した日から、通常要すべき標準的な期間を４０日間として審査を

行い、許可・不許可の通知をします。許可基準に適合しているときは、小規模特

定事業許可証を発行し許可します。なお、生活環境保全・災害発生防止の見地か

ら、許可に条件を付し、及び条件を変更することがあります。

位置並びに高さを示すくいの位置

□法面の保護の方法

□擁壁の位置

□排水施設の位置

□災害の発生を防止するための施設の位

置

擁壁の構造計

画

□擁壁の寸法及び勾配

□擁壁の材料の種類及び寸法

□裏込コンクリートの寸法

□鉄筋の位置及び寸法

□透水層の位置及び寸法

□擁壁を設置する前後の地盤面並びに基

礎地盤の土質

□基礎ぐいの位置、材料及び寸法

水抜穴の位置、材料及び内径

1/50 以上

排水施設の構

造計画図

□排水施設の種類

□排水施設の材料及び寸法
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４ 小規模特定事業の許可を受け、土砂等埋立等行為を行うとき

（１）基本的注意事項

本条例の目的は、土砂等の埋立て等について必要な規制を行うことにより、①

埋立て等による土壌の汚染②埋立て等による災害の発生の 2 点を未然に防止し、

市民の生活環境を保全するとともに市民の安全を確保することにあります。

許可を受けた方は、常に条例の目的を念頭に置き、条例や施行規則、許可条件

に従うとともに、他法令についても遵守し、土砂等埋立等行為に係る工事を行っ

てください。

また、工事の施工に当たっては、許可を受けた内容、施工計画書及び添付書類

に従って行ってください。

（２）土砂等の性状による搬入の制限

次に掲げる土砂等は、小規模特定事業区域に搬入してはいけません。

①条例で定められている土壌基準に適合していないもの

②建設省令（現：国土交通省）で定められている第一種建設発生土、第二種建

設発生土、第三種建設発生土のいずれにも該当しないもの

③セメントや石灰を混合したもの

④産業廃棄物に該当する汚泥

（３）土砂等埋立等行為前の手続き

ア 土砂等搬入開始 10 日前までに必要な書類

土砂等搬入届出書（様式第 6 号）に必要事項を記載し、次の書類を添付の

うえ、届け出てください。

①土砂等排出元証明書（様式第 7 号）

②土壌検査の試料をした位置図

③土壌検査資料を採取した現場写真

④検体試料採取調書（様式第 8 号）

⑤土壌検査証明書（様式第 9 号）

イ 標識の掲示

小規模特定事業区域の公衆の見やすい場所に、規則で定める標識（様式第

15 号）を掲示してください。

また、変更の許可を受けたとき又は軽微な変更をしたときは、標識の内容

を当該変更の許可又は届出の内容に変更してください。

（４）土砂等搬入開始から完了までの手続き

ア 定期報告
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条例第 7 条第 1 項の許可を受けた方は、許可を受けた日から 3 か月ごとに

小規模特定事業施工状況報告書（様式第 17 号）に必要事項を記載し、小規模

特定事業施工管理台帳（様式第 16 号）を添付して報告してください。

イ 土壌検査

条例第 7 条第 1 項の許可を受けた方は、小規模特定事業区域へ土砂等の搬

入を開始した日又は前回の検査基準日から起算して 6 か月を経過する日又は

小規模特定事業区域に搬入した土砂等の数量が 5,000 立米を超える日のいず

れか早い日に土壌検査を行い、小規模特定事業区域内土壌検査等報告書（様

式第 18 号）に必要事項を記載し、次の書類を添付のうえ、検査後 1 か月以内

に報告してください。

①土壌検査に使用した土砂等を採取した地点の位置図

②現場写真

③検体試料採取調書（様式第 8 号）

④土壌検査証明書（様式第 9 号）

【検査方法】

■小規模特定事業区域内土壌検査のための試料は、市長が指定する職員の

立会のもと、採取してください。

■試料とする土砂等の採取は、土砂等埋立等区域の中央地点及び当該中央

地点を交点に直角に交わる 2 直線上の当該中央地点から 5 メートルから

10 メートルまでの 4 地点計 5 地点の土壌で行ってください。

＜イメージ＞

小規模特定事業区域

土砂等埋立等区域

①
中央地点

10m

②
5m

③

④

⑤
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※①～⑤は土壌摂取地点（③～⑤は②と同様）

※当該摂取地点がない場合は、中央地点を交点に直角に交わる 2 直線上の当該

中央地点と当該区域の境界との中間地点 4 地点の土壌を摂取してください。

ウ 水質検査

小規模特定事業区域から排出される水がある場合は、水質検査を実施し、

上述「イ 土壌検査」と同様に小規模特定事業区域内土壌検査等報告書（様

式第 18 号）に必要事項を記載し、次の書類を添付し、検査後 1 か月以内に報

告してください。

①水質検査に使用した排水を採取した地点の位置図

②現場写真

③検体試料採取調書（様式第 8 号）

④水質検査証明書（様式第 19 号）

エ 変更の許可

条例第 7 条第 1 項の許可を受けた方が、次の事項を変更しようとするとき

は、小規模特定事業変更許可申請書（様式第 4 号）に必要事項を記載し、変

更に係る事項に関するものを添付して提出してください。

①埋立て等の目的

②小規模特定事業区域の位置及び面積

③土砂等埋立等区域の位置及び面積

④小規模特定事業を行う期間

⑤小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量

⑥小規模特定事業施工に関する計画

⑦小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防

止に関する計画

オ 軽微な変更

条例第 7 条第 1 項の許可を受けた方が、次の事項を変更しようとするとき

は、小規模特定事業軽微変更届出書（様式第 5 号）に必要事項を記載し、当

該変更のあった日から 14 日以内に市長に届け出てください。

①氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

②条例第 13 条に規定する施工管理者の氏名及び住所

※申請者又は施工管理者の住所又は氏名の変更の場合には、住民票の写し

を添付してください。

※法人の主たる事務所の所在地、その名称又は代表者の氏名の変更の場合

は、法人の登記事項証明書を添付してください。

カ 地位の承継

小規模特定事業の許可を受けた者の地位を承継した者は、小規模特定事業



- 16 -

地位承継届出書（様式第 14 号）に必要事項を記載し、承継の事実を証する書

類を添付のうえ、承継した日から 30 日以内に市長に届け出てください。

キ 廃止又は休止

条例第 7 条第 1 項の許可を受けた方が、小規模特定事業を廃止又は休止す

るときは、小規模特定事業廃止（休止）届出書（様式第 12 号）に必要事項を

記載し、次の書類を添付のうえ、廃止又は休止の日から 10 日以内に市長に届

け出てください。

①小規模特定事業区域の出来形に関する図面

②小規模特定事業区域以外の区域への土砂等の飛散及び流出並びに崩落に

よる災害の発生を防止するために必要な措置に関する図面

③廃止（休止）した土砂等埋立等区域の現況写真（２方向以上から撮影し

たもの）

また、速やかに土壌検査及び水質検査を行い、小規模特定事業区域内土壌

検査等報告書（様式第 18 号）に必要事項を記載し、報告してください。

市長は届出があったとき、遅滞なく条例第 7 条第 2 項第 7 号及び第 8 号に

規定されている「小規模特定事業の施工に関する計画」、「小規模特定事業区

域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画」に適

合しているか確認し、確認した結果を通知します。

確認した結果、土砂等の崩落等による災害の発生を防止するために必要な

措置が講じられていない旨の通知を受けた方は、災害の発生を防止するため

に必要な措置を講じなければなりません。通知を受けても措置を講じない場

合は、条例第 21 条第 3 項の規定により措置命令が出されます。

（５）完了の手続き

条例第 7 条第 1 項の許可を受けた方が、小規模特定事業を完了したときは、小

規模特定事業完了届出書（様式第 11 号）に必要事項を記載し、完了した小規模特

定事業区域の出来形に関する図面、完了した土砂等埋立等区域の現況写真を添付

のうえ、完了した日から 10 日以内に市長に届け出てください。

また、速やかに土壌検査及び水質検査を行い、小規模特定事業区域内土壌検査

等報告書（様式第 18 号）に必要事項を記載し、報告してください。

市長は届出があったとき、遅滞なく条例第 7 条第 2 項第 7 号及び第 8 号に規定

されている「小規模特定事業の施工に関する計画」、「小規模特定事業区域の周辺

の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画」に適合しているか

確認し、確認した結果を通知します。

確認した結果、土砂等の崩落等による災害の発生を防止するために必要な措置

が講じられていない旨の通知を受けた方は、災害の発生を防止するために必要な
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措置を講じなければなりません。通知を受けても措置を講じない場合は、条例第

21 条第 3 項の規定により措置命令が出されます。

５ 罰 則

許可を受けないで土砂等の埋立て等を行った場合や許可の条件に違反した場合に

は、罰則が適用されることになります。

（１）2 年以下の懲役または 100 万円以下の罰金（条例第 27 条）

・措置命令違反（条例第 21 条）

・無許可事業（条例第 7 条）

・無許可変更（条例第 9 条）

（２）1 年以下の懲役または 100 万円以下の罰金

・搬入禁止命令違反（条例第 10 条）

・改善命令違反（条例第 19 条）

（３）50 万円以下の罰金

・搬入事前届出義務違反（条例第 10 条）

・地位承継届出義務違反（条例第 12 条）

・帳簿記載義務違反（条例第 15 条）

・帳簿記載事項定期報告義務違反（条例第 15 条）

・土壌検査・水質検査結果報告義務違反（条例第 16 条）

・報告徴収応答義務違反（条例第 23 条）

・立入り検査忌避（条例第 23 条）

（４）30 万円以下の罰金

・軽微変更届出義務違反（条例第 9 条）

・小規模特定事業完了等届出義務違反（条例第 11 条）

・書類等保存義務違反（条例第 17 条）



６ 規則別表及び様式

（１）土壌基準（別表第１）

（２）技術上の基準（別表第２）

（３）水質検査測定方法（別表第３）

（４）様式第１号～第２０号
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土壌基準（別表第１）

項目 基準値 測定方法

カドミウム 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１０２の５５．

０．００３ミリグラム以 ２、５５．３又は５５．４に定

下 める方法

全シアン 検液中に検出されないこ 日本産業規格Ｋ０１０２の３８

と。 に定める方法（日本産業規格Ｋ

０１０２の３８．１．１及び３

８の備考１１に定める方法を除

く。）又は水質汚濁に係る環境

基準について（昭和４６年環境

庁告示第５９号。以下「昭和４

６年環境庁告示第５９号」とい

う。）付表１に掲げる方法

有機燐 検液中に検出されないこ 排水基準を定める省令の規定に

と。 基づく環境大臣が定める排水基

準に係る検定方法（昭和４９年

環境庁告示第６４号。以下「昭

和４９年環境庁告示第６４号」

という。）付表１に掲げる方法

又は日本産業規格Ｋ０１０２の

３１．１に定める方法のうちガ

スクロマトグラフ法以外のもの

（メチルジメトンにあっては、

昭和４９年環境庁告示第６４号

付表２に掲げる方法）
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鉛 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１０２の５４

０．０１ミリグラム以下 に定める方法

六価クロム 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１０２の６５．

０．０２ミリグラム以下 ２（日本産業規格Ｋ０１０２の

６５．２．２及びＫ０１０２の

６５．２．７を除く。）に定め

る方法

砒素 検液１リットルにつき 検液中濃度に係るものにあって

０．０１ミリグラム以下 は日本産業規格Ｋ０１０２の６

（埋立て等を行う場所の １に定める方法、農用地に係る

土地利用目的が農用地 ものにあっては農用地土壌汚染

（田に限る。銅の項及び 対策地域の指定要件に係る砒素

別表第３備考第２号にお の量の検定の方法を定める省令

いて同じ。）である場合 （昭和５０年総理府令第３１号）

にあっては、検液１リッ 第１条第３項及び第２条に規定

トルにつき０．０１ミリ する方法

グラム以下、かつ、試料

１キログラムにつき１５

ミリグラム未満）

総水銀 検液１リットルにつき 昭和４６年環境庁告示第５９号

０．０００５ミリグラム 付表２に掲げる方法

以下

アルキル水銀 検液中に検出されないこ 昭和４６年環境庁告示第５９号

と。 付表３及び昭和４９年環境庁告

示第６４号付表３に掲げる方法
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ＰＣＢ 検液中に検出されないこ 昭和４６年環境庁告示第５９号

と。 付表４に掲げる方法

銅 埋立て等の用に供する場 農用地土壌汚染対策地域の指定

所の土地利用目的が農用 要件に係る銅の量の検定の方法

地である場合にあって を定める省令（昭和４７年総理

は、試料１キログラムに 府令第６６号）第１条第３項及

つき１２５ミリグラム未 び第２条に規定する方法

満

ジクロロメタ 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

ン ０．０２ミリグラム以下 １、５．２又は５．３．２に定

める方法

四塩化炭素 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

０．００２ミリグラム以 １、５．２、５．３．１、５．

下 ４．１又は５．５に定める方法

クロロエチレ 検液１リットルにつき 地下水の水質汚濁に係る環境基

ン（別名塩化 ０．００２ミリグラム以 準について（平成９年環境庁告

ビニル又は塩 下 示第１０号。以下「平成９年環

化ビニルモノ 境庁告示第１０号」という。）

マー） 付表に掲げる方法

１，２―ジク 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

ロロエタン ０．００４ミリグラム以 １、５．２、５．３．１又は５．

下 ３．２に定める方法

１，１―ジク 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

ロロエチレン ０．１ミリグラム以下 １、５．２又は５．３．２に定
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める方法

１，２―ジク 検液１リットルにつき シス体にあっては日本産業規格

ロロエチレン ０．０４ミリグラム以下 Ｋ０１２５の５．１、５．２又

は５．３．２に定める方法、ト

ランス体にあっては日本産業規

格Ｋ０１２５の５．１、５．２

又は５．３．１に定める方法

１，１，１― 検液１リットルにつき１ 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

トリクロロエ ミリグラム以下 １、５．２、５．３．１、５．

タン ４．１又は５．５に定める方法

１，１，２― 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

トリクロロエ ０．００６ミリグラム以 １、５．２、５．３．１、５．

タン 下 ４．１又は５．５に定める方法

トリクロロエ 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

チレン ０．０１ミリグラム以下 １、５．２、５．３．１、５．

４．１又は５．５に定める方法

テトラクロロ 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

エチレン ０．０１ミリグラム以下 １、５．２、５．３．１、５．

４．１又は５．５に定める方法

１，３―ジク 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

ロロプロペン ０．００２ミリグラム以 １、５．２又は５．３．１に定

下 める方法

チウラム 検液１リットルにつき 昭和４６年環境庁告示第５９号

０．００６ミリグラム以 付表５に掲げる方法
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下

シマジン 検液１リットルにつき 昭和４６年環境庁告示第５９号

０．００３ミリグラム以 付表６の第１又は第２に掲げる

下 方法

チオベンカル 検液１リットルにつき 昭和４６年環境庁告示第５９号

ブ ０．０２ミリグラム以下 付表６の第１又は第２に掲げる

方法

ベンゼン 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１２５の５．

０．０１ミリグラム以下 １、５．２又は５．３．２に定

める方法

セレン 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１０２の６７．

０．０１ミリグラム以下 ２、６７．３又は６７．４に定

める方法

ふっ素 検液１リットルにつき 日本産業規格Ｋ０１０２の３４．

０．８ミリグラム以下 １（日本産業規格Ｋ０１０２の

３４の備考１を除く。）若しく

は３４．４（妨害となる物質と

してハロゲン化合物又はハロゲ

ン化水素が多量に含まれる試料

を測定する場合にあっては、蒸

留試薬溶液として、水約２００

ミリリットルに硫酸１０ミリリ

ットル、りん酸６０ミリリット

ル及び塩化ナトリウム１０グラ

ムを溶かした溶液とグリセリン

２５０ミリリットルを混合し、
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水を加えて１，０００ミリリッ

トルとしたものを用い、日本産

業規格Ｋ０１７０―６の６図２

注記のアルミニウム溶液のライ

ンを追加する。）に定める方法

又は日本産業規格Ｋ０１０２の

３４．１．１ｃ）（注(２)第３

文及び日本産業規格Ｋ０１０２

の３４の備考１を除く。）に定

める方法（懸濁物質及びイオン

クロマトグラフ法で妨害となる

物質が共存しないことを確認し

た場合にあっては、これを省略

することができる。）及び昭和

４６年環境庁告示第５９号付表

７に掲げる方法

ほう素 検液１リットルにつき１ 日本産業規格Ｋ０１０２の４７．

ミリグラム以下 １、４７．３又は４７．４に定

める方法

１，４―ジオ 検液１リットルにつき 昭和４６年環境庁告示第５９号

キサン ０．０５ミリグラム以下 付表８に掲げる方法

備考 この表の項目の欄中「有機燐」とは、パラチオン、メチルパラチオ

ン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。
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技術上の基準（別表第２）

（１） 土砂等埋立等区域の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その

地盤に滑りが生じないようにくい打ち、土の置換えその他の措置が講じ

られること。

（２） 著しく傾斜をしている土地において、施工する前の地盤と埋立て等

をされる土砂等との接する面が滑り面とならないように当該地盤の斜面

に段切り等の措置が講じられること。

（３） 土砂等による埋立て等の高さ及び法面の勾配は、次の表のとおりと

する。

土砂等による埋立て等の高さ 法面の勾配

１５メートル超 安定計算を行い、安全が確保される勾配

１５メートル以下 垂直１メートルに対する水平距離が２メー

トル以上の勾配

５メートル以下 垂直１メートルに対する水平距離が１．８

メートル以上の勾配

（４） 擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、宅地造成等規制法施行令（

昭和３７年政令第１６号）第６条から第１０条までの規定に適合するこ

と。

（５） 土砂等による埋立て等の高さが５メートル以上である場合にあって

は、土砂による埋立て等の高さ５メートルごとに幅１メートル以上の段

を設けること。

（６） 土砂等による埋立て等の完了等の後に地盤の緩み、沈下又は崩壊が

生じないよう締固めその他の措置が講じられること。

（７） 土砂等による埋立て等の完了後の法面は、石張り、芝張り、モルタ

ルの吹付け等によって風化その他の浸食から保護する措置が講じられる

こと。

（８） 湧水の多い土地に土砂等による埋立て等を行う場合にあっては、有

孔管等による排水施設を設け、雨水等を適切に排水しなければ埋立て等

を行う土砂等が流出し、又は災害が発生するおそれがある場合にあって

は、十分な能力及び構造を有する排水施設を設けること。
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水質検査測定方法（別表第３）

項目 測定方法

カドミウム 日本産業規格Ｋ０１０２の５５．２、５５．３又は５５．

４に定める方法

全シアン 日本産業規格Ｋ０１０２の３８．１．２（日本産業規格

Ｋ０１０２の３８の備考１１を除く。以下同じ。）及び

３８．２に定める方法、日本産業規格Ｋ０１０２の３８．

１．２及び３８．３に定める方法、日本産業規格Ｋ０１

０２の３８．１．２及び３８．５に定める方法又は昭和

４６年環境庁告示第５９号付表１に掲げる方法

有機燐 昭和４９年環境庁告示第６４号付表１に掲げる方法又は

日本産業規格Ｋ０１０２の３１．１に定める方法のうち

ガスクロマトグラフ法以外のもの（メチルジメトンにあ

っては、昭和４９年環境庁告示第６４号付表２に掲げる

方法）

鉛 日本産業規格Ｋ０１０２の５４に定める方法

六価クロム 日本産業規格Ｋ０１０２の６５．２（日本産業規格Ｋ０

１０２の６５．２．２及びＫ０１０２の６５．２．７を

除く。）に定める方法

砒素 日本産業規格Ｋ０１０２の６１．２、６１．３又は６１．

４に定める方法

総水銀 昭和４６年環境庁告示第５９号付表２に掲げる方法
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アルキル水銀 昭和４６年環境庁告示第５９号付表３に掲げる方法

ＰＣＢ 昭和４６年環境庁告示第５９号付表４に掲げる方法

銅 日本産業規格Ｋ０１０２の５２．２、５２．３、５２．

４又は５２．５に定める方法

ジクロロメタン 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２又は５．３．

２に定める方法

四塩化炭素 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２、５．３．１、

５．４．１又は５．５に定める方法

クロロエチレン 平成９年環境庁告示第１０号付表に掲げる方法

（別名塩化ビニ

ル又は塩化ビニ

ルモノマー）

１，２―ジクロ 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２、５．３．１

ロエタン 又は５．３．２に定める方法

１，１―ジクロ 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２又は５．３．

ロエチレン ２に定める方法

１，２―ジクロ シス体にあっては日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．

ロエチレン ２又は５．３．２に定める方法、トランス体にあっては

日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２又は５．３．

１に定める方法

１，１，１―ト 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２、５．３．１、

リクロロエタン ５．４．１又は５．５に定める方法
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１，１，２―ト 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２、５．３．１、

リクロロエタン ５．４．１又は５．５に定める方法

トリクロロエチ 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２、５．３．１、

レン ５．４．１又は５．５に定める方法

テトラクロロエ 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２、５．３．１、

チレン ５．４．１又は５．５に定める方法

１，３―ジクロ 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２又は５．３．

ロプロペン １に定める方法

チウラム 昭和４６年環境庁告示第５９号付表５に掲げる方法

シマジン 昭和４６年環境庁告示第５９号付表６の第１又は第２に

掲げる方法

チオベンカルブ 昭和４６年環境庁告示第５９号付表６の第１又は第２に

掲げる方法

ベンゼン 日本産業規格Ｋ０１２５の５．１、５．２又は５．３．

２に定める方法

セレン 日本産業規格Ｋ０１０２の６７．２、６７．３又は６７．

４に定める方法

ふっ素 日本産業規格Ｋ０１０２の３４．１（日本産業規格Ｋ０

１０２の３４の備考１を除く。）若しくは３４．４（妨

害となる物質としてハロゲン化合物又はハロゲン化水素

が多量に含まれる試料を測定する場合にあっては、蒸留
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試薬溶液として、水約２００ミリリットルに硫酸１０ミ

リリットル、りん酸６０ミリリットル及び塩化ナトリウ

ム１０グラムを溶かした溶液とグリセリン２５０ミリリ

ットルを混合し、水を加えて１，０００ミリリットルと

したものを用い、日本産業規格Ｋ０１７０―６の６図２

注記のアルミニウム溶液のラインを追加する。）に定め

る方法又は日本産業規格Ｋ０１０２の３４．１．１ｃ）

（注(２)第３文及び日本産業規格Ｋ０１０２の３４の備

考１を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオンクロ

マトグラフ法で妨害となる物質が共存しないことを確認

した場合にあっては、これを省略することができる。）

及び昭和４６年環境庁告示第５９号付表７に掲げる方法

ほう素 日本産業規格Ｋ０１０２の４７．１、４７．３又は４７．

４に定める方法

１，４―ジオキ 昭和４６年環境庁告示第５９号付表８に掲げる方法

サン

水素イオン濃度 日本産業規格Ｋ０１０２の１２．１に定める方法又は昭

和４９年環境庁告示第６４号に定める方法

備考

１ この表の項目の欄中「有機燐」とは、パラチオン、メチルパラチオ

ン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。

２ この表の項目の欄中「銅」の検査は、土砂等による埋立て等の用に

供する場所の利用目的が農用地である場合に行う。
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様式第１号（第４条関係）

地方公共団体に準ずる者の認定申請書

年 月 日

渋川市長 様

主たる事務所の所在地

申請者 名称及び代表者の氏名 印

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例施行規則第４条第３項の

規定による地方公共団体に準ずる者の認定を受けたいので、次のとおり申請

します。

１ 申請者への資本金、基本金その他これらに準ずるものの出資の受入総額

及び出資者のうち地方公共団体別の出資金額

（１）出資の受入総額 千円（ 年 月 日現在）

（２）地方公共団体別の出資金額

地方公共団体名 出資金額

千円

千円

千円

千円

合 計 千円

２ 土砂等による埋立て等に係る事業の実績

３ 添付書類

（１）定款又は寄附行為

（２）法人の登記事項証明書

（３）直近３年間に終了した各事業年度の財産目録、貸借対照表、損益計

算書及び事業報告書

（４）その他市長が必要と認める書類
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様式第１号の２（第６条関係）

（表）

小規模特定事業に関する届出書

年 月 日

渋川市長 様

住所

届出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例施行規則第６条第２項の

規定により、次のとおり届け出ます。併せて、当該土砂等埋立等区域への土

砂等の搬入を行うに当たり、土砂等に汚染等があったときは、自己の責任に

おいてこれを解決し、市に損害等の請求をしないことを誓約します。

埋立て等の目的

小規模特定事業区域の 位置 面積

位置及び面積 ㎡

土砂等埋立等区域の 位置 面積

位置及び面積 ㎡

小規模特定事業を行う期間 年 月 日 ～ 年 月 日

小規模特定事業区域に搬入 （搬出場所）

する土砂等の搬出場所及び 所在地

土砂等を排出する者 工事名

（排出する者）

住所

氏名

(法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及

び代表者の氏名)

電話番号

小規模特定事業区域に搬入

しようとする土砂等の予定

量 合計 ㎥

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。



- -32

（裏）

添付書類

１ 小規模特定事業区域の位置を示す図面

２ 小規模特定事業区域の現況平面図及び現況断面図

３ 小規模特定事業区域の計画平面図及び計画断面図

４ 土砂等埋立等区域の計画平面図及び計画断面図

５ 小規模特定事業区域の公図

６ 小規模特定事業区域の現況写真
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様式第２号（第７条関係）

（表）

小規模特定事業許可申請書

年 月 日

渋川市長 様

住所

申請者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定によ

る許可を受けたいので、次のとおり申請します。

埋立て等の目的

小規模特定事業区域の 位置 面積（実測）

位置及び面積 ㎡

土砂等埋立等区域の 位置 面積（実測）

位置及び面積 ㎡

小規模特定事業を行う期間 年 月 日 ～ 年 月 日

小規模特定事業区域に

搬入する土砂等の数量 ㎥

小規模特定事業の施工に

関する計画

小規模特定事業区域の周辺

の地域の生活環境の保全及

び災害の発生の防止に関す

る計画

施工管理者の氏名及び住所 氏名

並びに通常所在する事務所 住所

等の所在地及び電話番号 通常所在する事務所等の所在地

通常所在する事務所等の電話番号

備考 小規模特定事業の施工に関する計画並びに小規模特定事業区域の周辺

の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画の欄に記入

しきれない場合には「別紙のとおり」と記入し、それらの計画書を添付

すること。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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（裏）

１ 小規模特定事業区域の位置を示す図面

２ 小規模特定事業区域の付近の見取図

３ 土砂等埋立等区域の見取図

４ 申請者が個人である場合にあっては、申請者の住民票の写し

５ 申請者が法人である場合にあっては、法人の登記事項証明書、法

人の役員の全員の住民票の写し及び印鑑証明書

６ 申請者が小規模特定事業区域内の全部又は一部の土地の所有権を

有しない場合にあっては、当該所有権を有しない土地を使用する権

原を証する書類

７ 小規模特定事業の施工が請負によって行われる場合にあっては、

添 当該請負の契約書の写し

付 ８ 施工管理者の住民票の写し

書 ９ 小規模特定事業区域の現況平面図、現況断面図及び面積計算書

類 10 小規模特定事業区域の計画平面図、計画断面図及び雨水排水図

11 土砂等埋立等区域の計画平面図、計画断面図及び面積計算書

12 埋立て等をする土砂等の予定容量計算書

13 条例第８条第２号の定める技術上の基準にしたがって、安定計算

を行うときは、当該安定計算を記載した書面

14 擁壁を設置する場合にあっては、当該擁壁の構造計画及び構造計

算を記載した書面（応力算定及び断面算定を記載した書面を含む ）。

15 雨水等を適切に排水しなければ埋立て等をした土砂等が流出し、

又は崩落による災害が発生するおそれがある場合にあっては、当該

小規模特定事業区域における排水施設の構造計画図並びに流出量算

定及び排水断面算定を記載した書面

16 法令等に基づく許認可等を要するものである場合にあっては、小

規模特定事業が当該法令等に基づく許認可等を要するものであるこ

とを示す書類

17 土砂等埋立等区域の現況写真

18 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
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様式第３号（第８条関係）

小規模特定事業に係る土地所有者の承認書

小規模特定事業許可申請者（ ）が当方の所有地で

ある次表の土地において行う小規模特定事業については、異議がないので承

認します。

所在地及び地番 地目 地積 公簿 ㎡ 備考（ ）（ ）

また、承認の前提として、次の事項について、小規模特定事業許可申請者

から、 年 月 日に説明を受け、その内容を確認しました。

１ 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主

たる事務所の所在地）

２ 小規模特定事業区域の位置及び面積

３ 小規模特定事業の期間

４ 小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量

５ 小規模特定事業の施工に関する計画

６ 小規模特定事業に供する施設の設置計画（施設の位置を含む ）。

７ 小規模特定事業が完了した場合の小規模特定事業区域の出来形

８ 小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の

防止に関する計画

９ 小規模特定事業の施工を管理する者（施工管理者）の氏名

10 小規模特定事業の施工を管理する事務所の所在地及び電話番号

上記のとおり、承認したことを証するため、署名押印します。

年 月 日

土地所有者 住所

氏名 印

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名）

電話番号

注 土地所有者が法人の場合は、署名押印に代えて記名押印を行うことができる。
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様式第４号（第９条関係）

小規模特定事業変更許可申請書

年 月 日

渋川市長 様

住所

申請者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第９条第１項の規定によ

る変更の許可を受けたいので、次のとおり申請します。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

変更の内容 変更前 変更後

変更の理由

備考 渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例施行規則第７条第３

項各号に掲げる書類のうち変更に係る事項に関するものを添付するこ

と。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第５号（第９条関係）

小規模特定事業軽微変更届出書

年 月 日

渋川市長 様

住所

届出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定によ

る許可を受けた事項を変更したので、同条例第９条第３項の規定により、

次のとおり届け出ます。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

変更の内容 変更前 変更後

変更年月日

備考１ 申請者又は施工管理者の住所又は氏名の変更の場合には、住民票の

写しを添付すること。

２ 法人の主たる事務所の所在地、その名称又は代表者の氏名の変更の

場合にあっては、法人の登記事項証明書を添付すること。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第６号（第１０条関係）

土砂等搬入届出書

年 月 日

渋川市長 様

住所

届出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定によ

る許可に係る土砂等の搬入を行いたいので、同条例第１０条第１項の規定に

より、次のとおり届け出ます。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

今回の届出に関する （排出場所）

土砂等の排出場所及 所在地

び土砂等を排出する 工事名

者

（排出する者）

住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表

者の氏名）

電話番号

搬入しようとする

土砂等の予定量 合計 ㎥

添付書類 ①土砂等排出元証明書（様式第７号）

②土壌検査の試料を採取した位置図

③土壌検査の試料を採取した現場写真

④検体試料採取調書（様式第８号）

⑤土壌検査証明書（様式第９号）

備考 この届出書は、土砂等を搬入しようとする日の１０日前までに提出す

ること。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第７号（第１０条関係）

土砂等排出元証明書

年 月 日

渋川市長 様

住所

土砂等の排出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定によ

る許可を受けた小規模特定事業区域に搬入する土砂等は、次の工事施工場所

から排出したものであること及び当該土砂等の性状が基準に適合しているこ

とを証明します。

工事名

工事施工場所

工事発注者

工事施工期間 年 月 日 ～ 年 月 日

工事に係る土砂等の総排出量及び当 総排出量 ㎥

該小規模特定事業区域搬入予定量 当該小規模特定事業区域搬入予定量 ㎥

今回の証明に係る土砂等の排出量 ㎥

第一種建設発生土 第二種建設発生土 第三種建設発生土今回の証明に係る土砂等の性状

今回の証明に係る土砂等を運 住所

搬する者 氏名

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

今回の証明に係る土砂等によ 住所

る埋立て等を行う小規模特定 氏名

（ 、 、 ）事業の許可を受けた者 法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

備考 今回の証明に係る土砂等の性状の欄には、建設業に属する事業を行う

者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令別

表第１上欄の区分のうち該当するものを丸で囲むこと。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第８号（第１０条、第１８条関係）

検体試料採取調書

年 月 日

住所

届出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

住所

採取者 所属

職 氏名 印

電話番号

別添の検査証明書の検体試料を次のとおり採取しました。

検体区分

報告区分 土壌検査（搬入・定期・廃止・完了）

水質検査（定期・廃止・完了）

採取年月日

採取時の天候

土壌検査の場合の

採取深度

備考 検体区分の欄には、この調書に係る土壌検査証明書又は水質検査証明

書に記載された検体番号等を記載すること。

採取者が個人の場合、署名した場合

は、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。



様式第９号（第１０条、第１８条関係）

土壌検査証明書
年 月 日

様
分析機関名
代表者 印
所在地
電話番号
環境計量士

年 月 日に依頼のあった検体について、土壌の汚染に係る環境
基準について（平成３年環境庁告示第４６号）付表に定める方法により検
液を作成し、計量した結果を次のとおり証明します。

（検体番号 ）
項目 単位 測定値 基準値 測定方法

カドミウム mg/ℓ 0.003
全シアン mg/ℓ 不検出
有機燐 mg/ℓ 不検出
鉛 mg/ℓ 0.01
六価クロム mg/ℓ 0.02
砒素 mg/ℓ 0.01
総水銀 mg/ℓ 0.0005
アルキル水銀 mg/ℓ 不検出
ＰＣＢ mg/ℓ 不検出
ジクロロメタン mg/ℓ 0.02
四塩化炭素 mg/ℓ 0.002
クロロエチレン(別名塩化ビニ

ル又は塩化ビニルモノマー)
mg/ℓ 0.002

1,2-ジクロロエタン mg/ℓ 0.004
1,1-ジクロロエチレン mg/ℓ 0.1
1,2-ジクロロエチレン mg/ℓ 0.04
1,1,1-トリクロロエタン mg/ℓ 1
1,1,2-トリクロロエタン mg/ℓ 0.006
トリクロロエチレン mg/ℓ 0.01
テトラクロロエチレン mg/ℓ 0.01
1,3-ジクロロプロペン mg/ℓ 0.002
チウラム mg/ℓ 0.006
シマジン mg/ℓ 0.003
チオベンカルブ mg/ℓ 0.02
ベンゼン mg/ℓ 0.01
セレン mg/ℓ 0.01
ふっ素 mg/ℓ 0.8
ほう素 mg/ℓ 1
1,4-ジオキサン mg/ℓ 0.05

農 用 地 （ 田 に 限 る 。 ）
砒素 mg/kg 15 含有

試験銅 mg/kg 125
備考
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様式第１０号（第１０条関係）

土砂等に係る売渡し・譲渡証明書

年 月 日

様

住所

証明者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の許可を受

けた小規模特定事業区域に搬入する土砂等については、砕石法又は砂利採取

法に基づく採取計画の認可等を受けている下記の採取場所から採取された土

砂等であることに相違ありません。

認可採取場所在地

採取計画認可番号

認可期間 年 月 日 ～ 年 月 日

認可採取量 ㎥

売渡し又は譲渡の数量 ㎥

売渡し又は譲渡の期間 年 月 日 ～ 年 月 日

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第１１号（第１２条関係）

小規模特定事業完了届出書

年 月 日

渋川市長 様

住所

届出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定によ

る許可（同条例第９条第１項の変更の許可を受けた場合にあっては、当該変

更の許可を含む ）に係る小規模特定事業を完了したので、同条例第１１条。

第１項第１号の規定により、次のとおり届け出ます。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

計画期間 年 月 日 ～ 年 月 日

完了年月日 年 月 日

備考

１ 完了した小規模特定事業区域の出来形に関する図面を添付すること。

２ 完了した土砂等埋立等区域の現況写真を添付すること。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第１２号（第１２条関係）

小規模特定事業廃止（休止）届出書

年 月 日

渋川市長 様

住所

届出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定によ

る許可（同条例第９条第１項の変更の許可を受けた場合にあっては、当該変

更の許可を含む ）に係る小規模特定事業を廃止（休止）したので、同条例。

第１１条第１項第１号の規定により、次のとおり届け出ます。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

計画期間 年 月 日 ～ 年 月 日計画期間及び廃止年

廃止年月日 年 月 日月日又は休止期間

（休止期間 年 月 日 ～ 年 月 日）

備考

１ 小規模特定事業区域の出来形に関する図面及び小規模特定事業区域以

外の区域への土砂等の飛散及び流出並びに崩落による災害の発生を防止

するために必要な措置に関する図面を添付すること。

２ 廃止（休止）した土砂等埋立等区域の現況写真を添付すること。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第１３号（第１２条関係）

小規模特定事業再開届出書

年 月 日

渋川市長 様

住所

届出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定によ

る許可（同条例第９条第１項の変更の許可を受けた場合にあっては、当該変

更の許可を含む ）に係る小規模特定事業を再開したので、同条例第１１条。

第１項第２号の規定により、次のとおり届け出ます。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

休止期間 年 月 日 ～ 年 月 日

再開年月日 年 月 日

備考 この届出書は、休止した小規模特定事業を再開しようとするとき、再

開する日の１０日前までに提出すること。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第１４号（第１３条関係）

小規模特定事業地位承継届出書

年 月 日

渋川市長 様

住所

届出者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第７条第１項の規定によ

る許可（同条例第９条第１項の変更の許可を受けた場合にあっては、当該変

更の許可を含む ）を受けた者の地位を承継したので、同条例第１２条第２。

項の規定により、次のとおり届け出ます。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

承継前の許可を 住所

受けた者 氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名）

承継の理由

承継年月日 年 月 日

備考 承継の事実を証する書類を添付すること。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第１５号（第１４条関係）

小規模特定事業に関する標識

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

埋立て等の目的

小規模特定事業を行

う場所の所在地

小規模特定事業を行 住所

う者の住所、氏名及 氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名）び電話番号

電話番号

年 月 日 ～ 年 月 日小規模特定事業の期間

㎡小規模特定事業区域の面積

土砂等の排出場所及 排出場所

び搬入予定数量 搬入予定数量 ㎥

施工管理者の氏名

備考 縦は１２０センチメートル以上、横は９０センチメートル以上とする

こと。
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様式第１６号（第１５条関係）
小規模特定事業施工管理台帳

年 月 日（ ）
小規模特定事業の許可を受けた者の氏名又は法人の名称
小規模特定事業区域の位置 面積 ㎡
土砂等埋立等区域の位置 面積 ㎡

記録者の氏名
土砂等の 搬入車両の登録 搬 入 車 両 の 運 搬入した土砂等 土砂等の積込み場所土砂等を運搬した者の氏

搬入時期 番号 転者の氏名 の数量（㎥）名又は法人の名称

１
２
３
４
５
６
７
８
９

１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０

施工作業の内容
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様式第１７号（第１５条関係）

小規模特定事業施工状況報告書

年 月 日

渋川市長 様

住所

報告者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第１５条第２項の規定に

より、小規模特定事業の施工状況を次のとおり報告します。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

（ ）小規模特定事業区域の面積 ㎡ うち実施済面積 ㎡

（ ）小規模特定事業区域に搬入される土砂等の数量 ㎥ うち実施済数量 ㎥

年 月 日 ～ 年 月 日今回の報告に係る期間

排出場所・工事名等 搬 入 予 定 前回累計 今 回 報 告 累計量 備 考

量（㎥） 量（㎥） 量（㎥） （㎥）

合 計

（ ）備考 今回の報告に係る期間の小規模特定事業施工管理台帳 様式第１６号

の写しを添付すること。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第１８号（第１８条関係）

小規模特定事業区域内土壌検査等報告書

年 月 日

渋川市長 様

住所

報告者 氏名 印

（ 、 、 ）法人にあっては 主たる事務所の所在地 その名称及び代表者の氏名

電話番号

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第１６条第１項の規定に

よる小規模特定事業区域内土壌検査等の結果を次のとおり報告します。

許可を受けた年月日
年 月 日 第 号

及び許可の番号

土砂等又は排出水の採取地点・・・・別添位置図、現場写真及び検体試

料採取調書（様式第８号）のとお

り

土壌に係る検査証明書・・・・別添のとおり

水質に係る検査証明書・・・・別添のとおり

備考 不要の文字は、横線で消すこと。

個人が署名した場合、押印を省略できる。

※法人は押印が必要です。
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様式第１９号（第１８条関係）

水質検査証明書
年 月 日

様
分析機関名
代表者 印
所在地
電話番号
環境計量士

年 月 日に依頼のあった検体について、水質汚濁に係る環境基
準について（昭和４６年環境庁告示第５９号）別表１に定める方法、環境
大臣が定める排水基準に係る検定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号）
及び地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成９年環境庁告示第１
０号）別表に定める方法により、計量した結果を次のとおり証明します。

（ ）検体番号
項目 単位 測定値 測定方法

mg/ℓカドミウム

mg/ℓ全シアン

mg/ℓ有機燐

mg/ℓ鉛

mg/ℓ六価クロム

mg/ℓ砒素

mg/ℓ総水銀

mg/ℓアルキル水銀

mg/ℓＰＣＢ

mg/ℓ銅（農用地（田）に限る ）。

mg/ℓジクロロメタン

mg/ℓ四塩化炭素

mg/ℓクロロエチレン（別名塩化ビニ

ル又は塩化ビニルモノマー）

mg/ℓ1,2-ジクロロエタン

mg/ℓ1,1-ジクロロエチレン

mg/ℓ1,2-ジクロロエチレン

mg/ℓ1,1,1-トリクロロエタン

mg/ℓ1,1,2-トリクロロエタン

mg/ℓトリクロロエチレン

mg/ℓテトラクロロエチレン

mg/ℓ1,3-ジクロロプロペン

mg/ℓチウラム

mg/ℓシマジン

mg/ℓチオベンカルブ

mg/ℓベンゼン

mg/ℓセレン

mg/ℓふっ素

mg/ℓほう素

mg/ℓ1,4-ジオキサン

pH水素イオン濃度

備考
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様式第２０号（規格６ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ×９ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ （第２１条関係））

（表）

身分証明書

第 号

写真

縦 ３cm

横 ２cm 所属

渋 職名

川 氏名

市 年 月 日生

上記の者は、渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例第２３条

第２項の規定による立入検査を行う職員であることを証明する。

年 月 日

渋川市長 印

（裏）

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例抜粋

（報告の徴収及び立入検査等）

第２３条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、土砂等による埋立て等を行う者、埋立て等に係る

土砂等を運搬する者、土砂等埋立等区域又は小規模特定事業区域の土地の所有者、土砂等を排出する者その他

の土砂等による埋立て等に関係する者に対し、土砂等による埋立て等の状況その他必要な事項について報告を

求めることができる。

２ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に土砂等埋立等区域若しくは小規模特定事業区

域若しくは土砂等による埋立て等を行う者、埋立て等に係る土砂等を運搬する者、土砂等埋立等区域若しくは

小規模特定事業区域の土地の所有者若しくは土砂等を排出する者の事務所、事業所その他土砂等による埋立て

等に関係のある場所に立ち入り、埋立て等の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、検査のために

必要最小限の分量に限り土砂等埋立等区域若しくは小規模特定事業区域の土砂等を収去させ、又は関係者に質

問させることができる。

３ 前項の規定により職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければなら

ない。

４ 第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

第２９条 次の各号にいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。

（４）第２３条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者（５）第２３条第２項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者

（両罰規定）

第３１条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関

し、前４条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほかその法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科す

る。
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【メ モ】
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- -55

渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例

（目的）

第１条 この条例は、土砂等による埋立て等について必要な規制を行うこと

により、土砂等による埋立て等の適正化を図り、もって生活環境の保全及

び市民の安全に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。

（１） 土砂等 土砂及び土砂に混入し、又は付着した物（廃棄物の処理

及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第１項に

規定する廃棄物を除く。）をいう。

（２） 埋立て等 土地の埋立て、盛土その他の土砂等の堆積（製品の製

造又は加工のための原材料の埋立て、盛土その他の土砂等の堆積を除

く。）をいう。

（３） 小規模特定事業 土砂等埋立等区域（土砂等による埋立て等を行

う区域をいう。以下同じ。）以外の場所から排出され、又は採取され

た土砂等による埋立て等を行う事業であって、当該土砂等埋立等区域

の面積が５００平方メートル以上３，０００平方メートル未満である

ものをいう。

（市の責務）

第３条 市は、市の区域内における土砂等による埋立て等の状況を把握し、

土砂等による埋立て等の適正化に関する施策を講ずるとともに、群馬県が

講ずる土砂等による埋立て等に関する施策について必要に応じて協力する

ものとする。

（土砂等による埋立て等を行う者の責務）

第４条 土砂等による埋立て等を行う者は、土壌の汚染を生じさせるおそれ

のある埋立て等を行うことのないよう努め、及び災害の発生の防止のため

に必要な措置を講ずるとともに、土砂等埋立等区域の周辺の地域の生活環

境の保全に配慮しなければならない。

（土砂等を排出する者等の責務）
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第５条 土砂等を排出する者は、土壌の汚染を生じさせるおそれのある土砂

等の拡散を防止するよう努めるとともに、当該排出する土砂等による埋立

て等が行われる場合にあっては、適正な埋立て等が行われるよう当該埋立

て等を行う者に協力しなければならない。

２ 土砂等による埋立て等を行う者にその所有する土地を提供しようとする

者は、土壌の汚染及び災害を生じさせるおそれのある埋立て等を行う者に

その所有する土地を提供することのないよう努めなければならない。

（土砂等の汚染に関する基準）

第６条 埋立て等のために搬入される土砂等の汚染に関する基準（以下「土

壌基準」という。）は、環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第

１項に規定する土壌の汚染に係る環境基準に準じて、規則で定める。

（小規模特定事業の許可）

第７条 小規模特定事業を行おうとする者は、小規模特定事業の用に供する

区域（以下「小規模特定事業区域」という。）ごとに、市長の許可を受け

なければならない。ただし、次に掲げる埋立て等については、この限りで

ない。

（１） 宅地造成その他事業の工程の一部において行う土砂等による埋立

て等であって、当該事業を行う区域において、当該区域から排出され

、又は採取された土砂等によるもの

（２） 国、地方公共団体その他規則で定める者（以下「国等」という。

）が行う土砂等による埋立て等（委託し、又は請け負わせて行うもの

を含む。）

（３） 法令又は他の条例（以下「法令等」という。）の規定による許可

その他の処分による土砂等による埋立て等であって規則で定めるもの

（４） この条例若しくは法令等又はこれらに基づく命令その他の処分に

よる義務の履行に伴う土砂等による埋立て等

（５） 前各号に掲げるもののほか、規則で定める土砂等による埋立て等

２ 前項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。

（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
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（２） 埋立て等の目的

（３） 小規模特定事業区域の位置及び面積

（４） 土砂等埋立等区域の位置及び面積

（５） 小規模特定事業を行う期間

（６） 小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量

（７） 小規模特定事業の施工に関する計画

（８） 小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発

生の防止に関する計画

（９） 第１３条に規定する施工管理者の氏名及び住所

（１０） 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項

３ 前項の申請書には、小規模特定事業区域の位置を示す図面その他の規則

で定める書類を添付しなければならない。

４ 第１項の許可を受けようとする者は、第２項第５号の小規模特定事業を

行う期間（以下「小規模特定事業の期間」という。）について３年を超え

て申請することができない。

５ 第１９条又は第２１条の規定により命令を受けた者であって、必要な改

善又は措置を完了していないものは、第１項の許可の申請をすることがで

きない。

６ 市長は、第１項の許可には、当該許可に係る小規模特定事業区域の周辺

の地域の生活環境の保全又は災害の発生の防止のため必要な条件を付し、

及びこれを変更することができる。

（許可の基準）

第８条 市長は、前条第１項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合して

いると認めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。

（１） 前条第１項の許可の申請をする者が次のいずれにも該当しないこ

と。

ア 小規模特定事業に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあ

ると認められる相当の理由がある者

イ 前条第１項の規定による許可（次条第１項の規定による変更の許

可を受けた場合にあっては、当該変更の許可を含む。以下「許可等
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」という。）を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない

者

ウ この条例又はこの条例に基づく処分に違反して刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を

経過しない者

エ 群馬県土砂等による埋立て等の規制に関する条例（平成２５年群

馬県条例第４７号。以下「県条例」という。）又は県条例に基づく

処分に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなった日から５年を経過しない者

オ 渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）第２条

第２号に規定する暴力団員

カ 未成年者で、その法定代理人（法人の場合は、その役員を含む。

）がオに該当する者であるもの

キ 法人で、その役員又は使用人のうちにアからカまでのいずれかに

該当する者があるもの

ク 個人で、その使用人のうちにアからカまでのいずれかに該当する

者があるもの

ケ オに該当する者がその事業活動を支配する者

（２） 前条第２項第７号の小規模特定事業の施工に関する計画（以下「

施工計画」という。）が規則で定める技術上の基準に適合しているこ

と。

（３） 小規模特定事業を行うことについて、規則で定めるところにより

、当該小規模特定事業に係る小規模特定事業区域の土地の所有者の承

認を得ていること。

（変更の許可）

第９条 第７条第１項の許可を受けた者は、同条第２項第２号から第８号ま

でに掲げる事項を変更しようとするときは、規則で定めるところにより、

市長の許可を受けなければならない。ただし、規則で定める軽微な変更に

ついては、この限りでない。

２ 前項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、規則で
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定める事項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。

３ 第７条第１項の許可を受けた者は、同条第２項第１号若しくは第９号に

掲げる事項の変更又は第１項ただし書きに規定する軽微な変更があったと

きは、規則で定めるところにより当該変更のあった日から１４日以内にそ

の旨を市長に届け出なければならない。

４ 第１項の許可を受けようとする者は、小規模特定事業の期間の変更（当

該小規模特定事業の期間を延長させるものに限る。次項において同じ。）

を申請しようとする場合にあっては、第７条第１項の許可を受けた小規模

特定事業の期間の満了する日から起算して１年を超えて小規模特定事業の

期間の変更をすることはできない。

５ 前項の規定による小規模特定事業の期間の変更の申請があった場合にお

いて、当該小規模特定事業の期間（以下この項において「許可の有効期間

」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、

従前の許可は、許可の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。

６ 第７条第３項、第５項及び第６項並びに前条の規定は、第１項の申請及

び許可の基準について準用する。この場合において、第７条第３項中「前

項」とあるのは「第９条第２項」と、第７条第５項及び第６項中「第１項

の許可」とあるのは「第９条第１項の変更の許可」と第８条中「前条第１

項の許可」とあるのは「第９条第１項の変更の許可」と、第８条第３号中

「小規模特定事業を」とあるのは「小規模特定事業の変更を」と読み替え

るものとする。

（土砂等の搬入の事前届出等）

第１０条 許可等を受けた者は、当該許可等を受けた小規模特定事業区域に

土砂等を搬入しようとするときは、土砂等の排出の場所ごと又は規則で定

める土砂等の量を超えるごとに、規則で定めるところにより、搬入しよう

とする日の１０日前までに市長に届け出なければならない。ただし、生活

環境の保全又は災害の発生の防止のため緊急の必要があると市長が認める

ときは、この限りでない。

２ 前項の規定による届出には、小規模特定事業区域に搬入しようとする土
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砂等が当該土砂等を排出する場所から排出された土砂等であること及び当

該土砂等の性状が基準に適合していることを証する書面並びに当該土砂等

が土壌基準に適合していることを証する書面で、規則で定めるものを添付

しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、当

該土砂等が土壌基準に適合していることを証する書面の添付を省略するこ

とができる。

（１） 当該土砂等が、国等が行う事業により排出された土砂等である場

合で、土砂等の検査の必要がないと市長が認めたとき。

（２） 当該土砂等が、規則で定める法令等の規定に基づき採取された土

砂等である場合で、当該法令等の規定に基づき採取されたものである

ことを証する書面で規則で定めるものが添付されたとき。

（３） この条例若しくは法令等又はこれらに基づく命令その他の処分に

よる義務の履行に伴う土砂等による埋立て等であるとき。

３ 市長は、許可等を受けた者が搬入しようとする土砂等が次の各号のいず

れかに該当する場合であって、生活環境の保全又は災害の発生の防止のた

め必要があると認めるときは、当該許可等を受けた者に対し、当該届出に

係る土砂等の搬入に関し必要な事項を指示し、及び報告書の提出を求め、

又はその搬入の禁止を命ずることができる。

（１） 許可等を受けた小規模特定事業に係る施工計画（前条第１項の規

定による変更の許可があったときは、その変更後のもの。以下同じ。

）に適合しないと認める場合

（２） その性状が規則で定める基準に適合しないと認める場合

（小規模特定事業の完了等の手続）

第１１条 許可等を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、規

則で定めるところにより、当該各号に定める日までに、その旨を市長に届

け出なければならない。

（１） 許可等を受けた小規模特定事業を完了し、廃止し、又は休止した

とき 完了し、廃止し、又は休止した日から１０日以内

（２） 休止した小規模特定事業を再開しようとするとき 再開する日の

１０日前
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２ 市長は、前項第１号の規定による届出（完了し、又は廃止したものに限

る。以下この条において同じ。）があったとき又は小規模特定事業の期間

が満了したときは、遅滞なく、これらの小規模特定事業が施工計画及び第

７条第２項第８号の小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及

び災害の発生の防止に関する計画（第９条第１項の規定による変更の許可

があったときは、その変更後のもの）に適合しているかについて確認を行

うものとする。

３ 市長は、前項の確認の結果、同項に規定する計画に適合すると認めると

きはその旨の通知を、同項に規定する計画に適合しないと認めるときは災

害の発生を防止するために必要な措置を講ずべき旨の通知を、第１項第１

号の規定による届出をした者又は期間が満了した小規模特定事業を行って

いた者に行うものとする。

４ 前項の規定により災害の発生を防止するために必要な措置を講ずべき旨

の通知を受けた者は、第１項第１号の規定による届出に係る小規模特定事

業又は期間が満了した小規模特定事業により埋立て等をされた土砂等によ

る災害の発生を防止するために必要な措置を講じなければならない。

（地位の承継等）

第１２条 許可等を受けた者について相続、合併又は分割があったときは、

相続人（相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により承継

すべき相続人を選定したときは、その者）、合併後相続する法人若しくは

合併により設立した法人又は分割により当該許可等に係る小規模特定事業

の全部を承継した法人は、当該許可等を受けた者のこの条例の規定による

地位を承継する。

２ 前項の規定により許可等を受けた者の地位を承継した者は、規則で定め

るところにより、その日から３０日以内に、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。

（施工管理者の設置）

第１３条 許可等を受けた者は、当該許可等に係る小規模特定事業区域に施

工管理者（小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の

発生の防止のために必要な施工上の管理をつかさどる者をいう。以下同じ
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。）を置かなければならない。

（小規模特定事業に係る標識の掲示）

第１４条 許可等を受けた者は、当該許可等に係る小規模特定事業区域の公

衆の見やすい場所に、規則で定めるところにより、氏名又は名称その他の

規則で定める事項を記載した標識を掲示しなければならない。

２ 許可等を受けた者は、第９条第１項の変更の許可を受けたとき又は同条

第３項の届出をしたときは、速やかに、前項の標識の内容を当該変更の許

可又は届出の内容に変更しなければならない。

（帳簿の記載等）

第１５条 許可等を受けた者は、規則で定めるところにより、当該許可等に

係る小規模特定事業区域に搬入された土砂等の数量その他の規則で定める

事項を帳簿に記載しておかなければならない。

２ 許可等を受けた者は、規則で定めるところにより、定期的に、前項の事

項を市長に報告しなければならない。

（土壌の検査等）

第１６条 許可等を受けた者は、規則で定めるところにより、定期的に、当

該許可等に係る小規模特定事業区域内の土砂等の検査（小規模特定事業区

域から排出される水がある場合には、当該排出される水の検査を含む。以

下「土壌検査」という。）を実施し、規則で定める日までに、当該土壌検

査の結果を市長に報告しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、許可等を受けた者は、当該許可等に係る小規

模特定事業区域に汚染された土砂等があることを確認したときは、直ちに

、市長にその旨を報告しなければならない。

（書類の備置き等）

第１７条 許可等を受けた者は、許可等を受けた日から当該許可等を受けた

小規模特定事業を完了し、若しくは廃止し、若しくは小規模特定事業の期

間の満了する日又は許可等の取消しを受けた日まで、規則で定めるところ

により、当該許可等に係る第７条第２項の申請書（第９条第１項の変更の

許可を受けた場合にあっては、その申請書を含む。）の写し、第１５条第

１項の帳簿その他規則で定める書類及び図面を当該許可等に係る小規模特
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定事業区域又は許可等を受けた者の最寄りの事務所若しくは事業所に備え

置き、当該小規模特定事業に関し生活環境の保全上又は災害の発生の防止

上利害関係を有する者の求めに応じ、閲覧させなければならない。

２ 許可等を受けた者は、当該許可等を受けた小規模特定事業を完了し、若

しくは廃止し、若しくは小規模特定事業の期間の満了した日又は許可等の

取消しを受けた日から５年間、前項に規定する書類及び図面を保存しなけ

ればならない。

（車両の表示）

第１８条 許可等を受けた者は、車両を使用し、又は委託して小規模特定事

業区域に土砂等を搬入するとき（土砂等を排出する者が車両を使用し、又

は委託して搬入するときを含む。）は、当該小規模特定事業に係る土砂等

の搬入に供する車両である旨その他の規則で定める事項を当該車両の見や

すい箇所に表示し、又は表示させるよう努めなければならない。

（改善命令等）

第１９条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、許可等を受けた

者に対し、期間を定めて小規模特定事業の施工に関し必要な改善を命じ、

又は期間を定めて小規模特定事業の停止を命ずることができる。

（１） 許可等を受けた小規模特定事業が施工計画に適合していないと認

めるとき。

（２） 許可等を受けた者が第７条第６項（第９条第６項において準用す

る場合を含む。）の規定により当該許可等に付した条件に違反したと

認めるとき。

（３） 許可等を受けた小規模特定事業が第８条第２号（第９条第６項に

おいて準用する場合を含む。第２１条第１項において同じ。）に規定

する技術上の基準に適合していないと認めるとき。

（４） 許可等を受けた者が第１０条第１項又は第１２条第２項の規定に

違反し、届出をしていないと認めるとき。

（５） 許可等を受けた者が小規模特定事業区域に施工管理者を置いてい

ないと認めるとき。

（６） 許可等を受けた者が第１４条第１項の標識を掲示せず、氏名等の



- -64

事項の全部若しくは一部を記載せず、又は同条第２項の変更をしてい

ないと認めるとき。

（７） 第１５条第１項の規定に違反し、帳簿に記載せず、又は同条第２

項の規定に違反し、報告をしていないと認めるとき。

（８） 第１６条第１項の規定に違反し、土壌検査を実施せず、若しくは

その結果を報告せず、又は同条第２項の規定に違反し、報告をしなか

ったと認めるとき。

（９） 許可等を受けた者が第１７条第１項の規定による書類の備置きを

せず、又は閲覧をさせなかったと認めるとき。

（１０） 第２３条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をし

たと認めるとき。

（１１） 第２３条第２項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をしたと認め

るとき。

（許可の取消し等）

第２０条 市長は、許可等を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき

は当該許可等を取り消すことができる。

（１） 県条例第７条第２項又は第３項の規定による命令に違反したとき

。

（２） 偽りその他不正の手段により第７条第１項の許可を受けたとき。

（３） 第８条第１号アからケまでの規定のいずれかに該当するに至った

とき。

（４） 第９条第１項の規定により許可を受けなければならない事項を同

項の許可を受けないで変更したとき。

（５） 偽りその他不正の手段により第９条第１項に規定する変更の許可

を受けたとき。

（６） 第１０条第３項の規定による命令に違反したとき。

（７） 前条第４号、第７号、第８号、第１０号又は第１１号のいずれか

に該当し情状が特に重いとき。

（８） 前条又は次条に基づく命令に違反したとき。
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２ 前項の規定により許可等の取消しを受けた者（当該取消しに係る小規模

特定事業について次条第１項又は第２項の規定による命令を受けた者を除

く。）は、当該取消しを受けた小規模特定事業の小規模特定事業区域に搬

入された土砂等による災害の発生を防止するための措置を期限を定めて講

じなければならない。

（措置命令等）

第２１条 市長は、小規模特定事業により埋立て等をされた土砂等による災

害の発生を防止するため緊急の必要があると認めるときは、小規模特定事

業を行い、又は行った者（第８条第２号に規定する技術上の基準に違反し

て当該小規模特定事業を行い、若しくは行った者に対し、当該違反行為を

要求し、依頼し、若しくは唆し、又は当該小規模特定事業を行い、若しく

は行った者が当該違反行為をすることを助けた者があるときは、その者を

含む。次項において同じ。）に対し、期間を定めて、当該小規模特定事業

により埋立て等をされた土砂等による災害の発生を防止するために必要な

措置を命ずることができる。

２ 市長は、第７条第１項又は第９条第１項の規定に違反して小規模特定事

業を行い、又は行った者に対し、土砂等による災害の発生を防止するため

、期間を定めて、当該小規模特定事業を停止し、又は必要な措置を命ずる

ことができる。

３ 市長は、第１１条第４項又は前条第２項の規定に違反した者に対し、土

砂等による災害の発生を防止するために必要な措置を命ずることができる

。

（協力要請）

第２２条 市長は、生活環境の保全又は災害の発生の防止のため必要がある

と認めるときは、埋立て等に係る土砂等を排出する者、埋立て等に係る土

砂等を運搬する者、土砂等埋立等区域又は小規模特定事業区域の土地の所

有者その他の土砂等による埋立て等に関係する者に対し、必要な協力を要

請することができる。

（報告の徴収及び立入検査等）

第２３条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、土砂等による埋
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立て等を行う者、埋立て等に係る土砂等を運搬する者、土砂等埋立等区域

又は小規模特定事業区域の土地の所有者、土砂等を排出する者その他の土

砂等による埋立て等に関係する者に対し、土砂等による埋立て等の状況そ

の他必要な事項について報告を求めることができる。

２ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に土砂等埋立

等区域若しくは小規模特定事業区域若しくは土砂等による埋立て等を行う

者、埋立て等に係る土砂等を運搬する者、土砂等埋立等区域若しくは小規

模特定事業区域の土地の所有者若しくは土砂等を排出する者の事務所、事

業所その他土砂等による埋立て等に関係のある場所に立ち入り、埋立て等

の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、検査のために必要最

小限の分量に限り土砂等埋立等区域若しくは小規模特定事業区域の土砂等

を収去させ、又は関係者に質問させることができる。

３ 前項の規定により職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯

し、関係者に提示しなければならない。

４ 第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。

（関係行政機関への照会等）

第２４条 市長は、この条例の規定に基づく事務に関し、関係行政機関に照

会し、又は協力を求めることができる。

（手数料）

第２５条 次の各号に掲げる者は、当該各号に掲げる額の手数料を納付しな

ければならない。

（１） 第７条第１項の規定により小規模特定事業の許可を受けようとす

る者 ３０，０００円

（２） 第９条第１項の規定により小規模特定事業の変更の許可を受けよ

うとする者 ２０，０００円

２ 納付した手数料は、返還しない。

（委任）

第２６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。
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（罰則）

第２７条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以下の懲役又は１００

万円以下の罰金に処する。

（１） 第２１条第１項から第３項までの規定による命令に違反した者

（２） 第７条第１項又は第９条第１項の規定に違反して、小規模特定事

業を行った者

第２８条 第１０条第３項又は第１９条の規定による命令に違反した者は、

１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。

第２９条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処す

る。

（１） 第１０条第１項又は第１２条第２項の規定に違反して、届出をせ

ず、又は虚偽の届出をした者

（２） 第１５条第１項の規定に違反して、記載すべき事項を帳簿に記載

せず、又は虚偽の記載をした者

（３） 第１５条第２項又は第１６条第１項若しくは第２項の規定に違反

して、報告をせず、又は虚偽の報告をした者

（４） 第２３条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした

者

（５） 第２３条第２項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し

、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処す

る。

（１） 第９条第３項又は第１１条第１項の規定に違反して、届出をせず

、又は虚偽の届出をした者

（２） 第１７条第２項の規定に違反して、同項に規定する書類及び図面

を保存しなかった者

（両罰規定）

第３１条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者が、その法人又は人の業務に関し、前４条の違反行為をしたときは、行

為者を罰するほかその法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に小規模特定事業を行っている者は、この条例の

施行の日から３月間は、第７条第１項の規定にかかわらず、当該小規模特

定事業を行うことができる。その者が当該期間内に同項の許可を申請した

場合において、当該申請に対し許可又は不許可の処分があるまでの間も、

同様とする。
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渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例（平

成２６年渋川市条例第４９号。以下「条例」という ）の施行に関し必要。

な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例

による。

（土壌基準）

第３条 条例第６条の土壌基準は、別表第１の項目の欄に掲げる項目ごとに

、同表の基準値の欄に掲げるとおりとする。この場合において、当該土壌

基準は、同表の測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合における測

定値によるものとする。

（国又は地方公共団体に準ずる団体）

、 。第４条 条例第７条第１項第２号の規則で定める者は 次に掲げる者とする

（１） 高速道路株式会社法（平成１６年法律第９９号）第１条に規定す

る会社

（２） 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１０条第１項の規定

により認可された土地改良区、同法第７７条第２項の規定による認可

を受けた土地改良区連合並びに同法第９５条第１項の規定による認可

を受けて土地改良事業を行う農業協同組合、農業協同組合連合会、農

地利用集積円滑化団体、農地中間管理機構及び同法第３条に規定する

資格を有する者

（３） 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第４条第１項の規

定により都道府県知事の認可を受けた者、第１４条第１項の規定によ

り設立された土地区画整理組合及び同法第５１条の２第１項に規定す

る認可を受けた株式会社

（４） 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に規定する地

方住宅供給公社

（５） 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第
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１０条第１項の規定により設立された土地開発公社

（６） 独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項

に規定する独立行政法人

（７） 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規

定する国立大学法人

（８） 日本下水道事業団法（昭和４７年法律第４１号）に規定する日本

下水道事業団

（９） 前各号に掲げる者のほか、地方公共団体がその資本金、基本金そ

の他これらに準ずるものを出資している法人であって、市長が地方公

共団体に準ずる者として認定した者

２ 前項第９号の規定による認定を受けようとする者は、地方公共団体に準

ずる者の認定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提

出しなければならない。

（１） 定款又は寄附行為

（２） 法人の登記事項証明書

（３） 直近３年間に終了した各事業年度の財産目録、貸借対照表、損益

計算書及び事業報告書

（４） 前各号に掲げる書類のほか、市長が必要と認める書類

３ 市長は、前項の申請について、土壌の汚染及び災害の発生の防止を適確

に行うことができる見込みがあると認めるときは、地方公共団体に準ずる

者の認定をするものとする。

（法令等の規定に基づく土砂等による埋立て等）

第５条 条例第７条第１項第３号の規則で定める土砂等による埋立て等は、

次に掲げるものとする。

（１） 採石法（昭和２５年法律第２９１号）第３３条の認可を受けた採

取計画（同法第３３条の５第１項又は第２項の規定による変更の認可

又は届出があったときは、それらの変更を受けたもの。以下同じ ）。

に係る岩石採取場の区域において当該採取計画に基づき採取された土

砂等による当該岩石採取場の区域における埋立て等

（２） 砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１６条の認可を受けた
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採取計画（同法第２０条第１項又は第２項の規定による変更の認可又

は届出があったときは、それらの変更を受けたもの。以下同じ ）に。

係る砂利採取場の区域において当該採取計画に基づき採取された土砂

等による当該砂利採取場の区域における埋立て等

（ ） （ ）３ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 昭和４５年法律第１３７号

第８条第１項の許可を受けた一般廃棄物処理施設及び同法第１５条第

１項の許可を受けた産業廃棄物処理施設における覆土又は覆土のため

に行う土砂等による埋立て等

（許可を要しない土砂等による埋立て等）

第６条 条例第７条第１項第５号の規則で定める土砂等による埋立て等は、

次に掲げるものとする。

（１） 非常災害のために必要な応急措置として行う土砂等による埋立て

等

（２） 運動場、駐車場その他の施設の本来の機能を保全する目的で通常

の管理行為として行う土砂等による埋立て等

（３） 主として自己の居住の用に供する住宅の建築のために行う土砂等

による埋立て等

（４） 主として住宅の用に供する土地の開発のために行う土砂等による

埋立て等

２ 前項第４号に規定する土砂等による埋立て等を行う者は、あらかじめ小

規模特定事業に関する届出書（様式第１号の２）に次に掲げる書類を添え

て、市長に届け出なければならない。

（１） 小規模特定事業区域の位置を示す図面

（２） 小規模特定事業区域の現況平面図及び現況断面図

（３） 小規模特定事業区域の計画平面図及び計画断面図

（４） 土砂等埋立等区域の計画平面図及び計画断面図

（５） 小規模特定事業区域の公図

（６） 小規模特定事業区域の現況写真

（許可の申請）

第７条 条例第７条第２項の申請書は、小規模特定事業許可申請書（様式第
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２号）とする。

２ 条例第７条第２項第１０号の規則で定める事項は、施工管理者が通常所

在する事務所等の所在地及び電話番号とする。

３ 条例第７条第３項の規則で定める書類は、次に掲げるものとする。

（１） 小規模特定事業区域の位置を示す図面

（２） 小規模特定事業区域の付近の見取図

（３） 土砂等埋立等区域の見取図

（４） 条例第７条第１項に規定する許可を受けようとする者（以下「申

請者」という ）が個人である場合にあっては、申請者の住民票の写。

し

（５） 申請者が法人である場合にあっては、法人の登記事項証明書、法

人の役員の全員の住民票の写し及び印鑑証明書（登記官が作成する印

鑑に関する証明書をいう ）。

（６） 申請者が小規模特定事業区域内の全部又は一部の土地の所有権を

有しない場合にあっては、当該所有権を有しない土地を使用する権原

を証する書類

（７） 小規模特定事業の施工が請負によって行われる場合にあっては、

当該請負の契約書の写し

（８） 施工管理者の住民票の写し

（９） 小規模特定事業区域の現況平面図、現況断面図及び面積計算書

（１０） 小規模特定事業区域の計画平面図、計画断面図及び雨水排水図

（１１） 土砂等埋立等区域の計画平面図、計画断面図及び面積計算書

（１２） 埋立て等をする土砂等の予定容量計算書

（１３） 条例第８条第２号の定める技術上の基準に従って、土砂等によ

る埋立て等の構造の安定計算（以下「安定計算」という ）を行うと。

きは、当該安定計算を記載した書面

（１４） 擁壁を設置する場合にあっては、当該擁壁の構造計画及び構造

（ 。）計算を記載した書面 応力算定及び断面算定を記載した書面を含む

（ ） 、１５ 雨水等を適切に排水しなければ埋立て等をした土砂等が流出し

又は崩落による災害が発生するおそれがある場合にあっては、当該小
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規模特定事業区域における排水施設の構造計画図並びに流出量算定及

び排水断面算定を記載した書面

（１６） 法令等に基づく許認可等を要するものである場合にあっては、

小規模特定事業が当該法令等に基づく許認可等を要するものであるこ

とを示す書類

（１７） 土砂等埋立等区域の現況写真

（１８） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（許可の基準）

第８条 条例第８条第２号の規則で定める技術上の基準は、別表第２のとお

りとする。

２ 条例第８条第３号の土地の所有者の承認は、小規模特定事業に係る土地

所有者の承認書（様式第３号）により行うものとする。

（変更の許可の申請等）

第９条 条例第９条第１項本文の規定による変更の許可を受けようとする者

は、小規模特定事業変更許可申請書（様式第４号）に第７条第３項各号に

掲げる書面のうち変更に係る事項に関するものを添えて、市長に提出しな

ければならない。

２ 条例第９条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次に掲げる変

更とする。

（ ） （ 。）１ 小規模特定事業の期間の変更 当該期間を短縮させるものに限る

（２） 条例第７条第２項第６号の小規模特定事業区域に搬入する土砂等

の数量の変更（当該土砂等の数量を減少させるものに限る ）。

（ ） （ 。）３ 施工計画の変更 前２号に掲げる事項の変更に係るものに限る

３ 条例第９条第２項に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項とす

る。

（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

（２） 変更の内容及びその理由

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が定める事項

４ 条例第９条第３項の規定による届出は、小規模特定事業軽微変更届出

書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。
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（１） 申請者又は施工管理者の住所又は氏名の変更の場合にあっては、

住民票の写し

（２） 法人の主たる事務所の所在地、その名称又は代表者の氏名の変更

の場合にあっては、法人の登記事項証明書

（土砂等の搬入の事前届出）

第１０条 条例第１０条第１項の規則で定める土砂等の数量は、５，０００

立方メートルとする。

２ 条例第１０条第１項の規定による届出は、土砂等搬入届出書（様式第６

号）を提出して行うものとする。

３ 条例第１０条第２項の規則で定める小規模特定事業区域に搬入しようと

する土砂等が当該土砂等を排出する場所から排出された土砂等であること

及び当該土砂等の性状が基準に適合していることを証する書面は、土砂等

を排出する場所の管理者が発行する土砂等排出元証明書（様式第７号）に

よるものとする。

４ 条例第１０条第２項の規則で定める小規模特定事業区域に搬入しようと

する土砂等が土壌基準に適合していることを証する書面は、搬入しようと

する土砂等の土壌検査の試料を採取した地点の位置図及び現場写真、検体

試料採取調書（様式第８号）並びに計量士（計量法（平成４年法律第５１

号）第１２２条第１項の規定により登録された者であって、計量法施行規

則（平成５年通商産業省令第６９号）第５０条第１号に規定する環境計量

（ ） 。 。）士 濃度関係 であるものに限る 第１８条第１項第２号において同じ

が発行した土壌検査証明書（様式第９号。第１８条第１項第１号において

単に「土壌検査証明書」という ）とする。。

５ 前項の搬入しようとする土砂等の土壌検査は、別表第１の項目の欄に掲

げる項目ごとに、それぞれ同表の測定方法の欄に掲げる方法により行うも

のとする。

６ 条例第１０条第２項第２号の規則で定める法令等は、次の各号に掲げる

ものとする。

（１） 採石法

（２） 砂利採取法
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７ 条例第１０条第２項第２号の規則で定める法令等の規定に基づき採取さ

れた土砂等であることを証する書面は、土砂等に係る売渡し・譲渡証明書

（様式第１０号）又はこれに準ずる書面とする。

（土砂等の性状の基準）

第１１条 条例第１０条第３項第２号の規則で定める基準は、建設業に属す

る事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定

める省令（平成３年建設省令第１９号）別表第１上欄に掲げる第１種建設

発生土、第２種建設発生土又は第３種建設発生土（これらにセメント、石

灰等を混合し、化学的安定処理をしたものを除く ）に該当する性状であ。

るものとする。

（小規模特定事業の完了等の手続）

第１２条 条例第１１条第１項の規定による届出は、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める届出書を提出して行うものとする。

（１） 小規模特定事業を完了したとき 小規模特定事業完了届出書（別

記様式第１１号）

（２） 小規模特定事業を廃止し、又は休止したとき 小規模特定事業廃

止（休止）届出書（様式第１２号）

（３） 休止した小規模特定事業を再開しようとするとき 小規模特定事

業再開届出書（様式第１３号）

２ 前項第１号及び第２号の届出書には、小規模特定事業区域の出来形に関

する図面（前項第２号の届出書にあっては、小規模特定事業区域以外の区

域への土砂等の飛散及び流出並びに崩落による災害の発生を防止するため

に必要な措置に関する図面を含む ）及び土砂等埋立等区域の現況写真を。

添えなければならない。

（地位の承継の届出）

第１３条 条例第１２条第２項の規定による届出は、小規模特定事業地位承

継届出書（様式第１４号）に承継の事実を証する書面を添えて行うものと

する。

（小規模特定事業に係る標識の掲示）

第１４条 条例第１４条第１項の標識は、小規模特定事業に関する標識（別
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記様式第１５号）によるものとする。

２ 条例第１４条第１項の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。

（１） 許可を受けた年月日及び許可の番号

（２） 埋立て等の目的

（３） 小規模特定事業を行う場所の所在地

（４） 小規模特定事業を行う者の住所、氏名（法人にあっては、主たる

事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名）及び電話番号

（５） 小規模特定事業の期間

（６） 小規模特定事業区域の面積

（７） 土砂等の排出の場所及び搬入予定数量

（８） 施工管理者の氏名

（帳簿の記載）

第１５条 条例第１５条第１項の規定による帳簿の記載は、小規模特定事業

施工管理台帳（様式第１６号）により毎日行うものとする。

２ 条例第１５条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。

（１） 小規模特定事業の許可を受けた者の氏名又は法人の名称

（２） 小規模特定事業区域の位置及び面積

（３） 土砂等埋立等区域の位置及び面積

（４） 記録者の氏名

（５） 土砂等の搬入時刻

（６） 搬入車両の登録番号

（７） 土砂等を運搬した者の氏名又は法人の名称

（８） 搬入車両の運転者の氏名

（９） 搬入した土砂等の数量

（１０） 土砂等の積込み場所

（１１） 施工作業の内容

３ 条例第１５条第２項の規定による報告は、条例第７条第１項の許可を受

けた日（再開したときは、再開した日。以下この項において同じ ）から。

３月ごと（月の中途において当該許可を受けたとき（再開したときは、再

開したとき ）は、当該許可を受けた日の属する月を１月とみなす ）に。 。
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遅滞なく、小規模特定事業施工状況報告書（様式第１７号）に当該期間の

小規模特定事業施工管理台帳の写しを添えて行うものとする。

（小規模特定事業区域内土壌検査）

第１６条 小規模特定事業の許可を受けた者は、次の各号に掲げる日から起

算して６月を経過する日又は次の各号に掲げる日から計算して小規模特定

事業区域に搬入した土砂等の数量が５，０００立方メートルを超える日の

いずれか早い日（以下「検査基準日」という ）をもって、条例第１６条。

第１項に規定する土壌検査（小規模特定事業区域から排出される水がある

場合の当該排出される水の検査を除く。以下「小規模特定事業区域内土壌

検査」という ）を行う義務を負うものとする。。

（１） 小規模特定事業区域へ土砂等の搬入を開始した日

（２） 前回の検査基準日

、 、 、２ 小規模特定事業の許可を受けた者は 小規模特定事業を完了し 廃止し

若しくは休止したとき、若しくは小規模特定事業の期間が満了したとき、

又は小規模特定事業の許可の取消しを受けたときは、前項の規定にかかわ

らず、それらの日をもって、小規模特定事業区域内土壌検査を行う義務を

負うものとする。

３ 小規模特定事業区域内土壌検査のための試料は、市長の指定する職員の

立会いの上、これを採取しなければならない。

４ 小規模特定事業区域内土壌検査は、次に掲げる方法により行うものとす

る。

（１） 小規模特定事業区域内土壌検査のための試料とする土砂等の採取

は、土砂等埋立等区域の中央地点及び当該中央地点を交点に直角に交

わる２直線上の当該中央地点から５メートルから１０メートルまでの

４地点（当該地点がない場合にあっては、中央地点を交点に直角に交

わる２直線上の当該中央地点と当該区域の境界との中間地点４地点）

の土壌について行うこと。

（２） 前号の規定により採取する土砂等は、それぞれの採取する地点に

おいて等量とし、採取後混合し、１つの試料とすること。

（３） 小規模特定事業区域内土壌検査は、前号の規定により作成された
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試料について、別表第１の項目の欄に掲げる項目ごとに、同表の測定

方法の欄に掲げる方法により行うこと。

（水質検査）

第１７条 条例第１６条第１項に規定する排出される水の検査（以下「水質

検査」という ）については、前条第１項から第３項までの規定を準用す。

る。この場合において、同条第１項中「土壌検査（小規模特定事業区域か

ら排出される水がある場合の当該排出される水の検査を除く。以下「小規

模特定事業区域内土壌検査」という 」とあるのは「排出される水の検。）

査（以下この条において「水質検査」という 」と、同条第２項及び第。）

３項中「小規模特定事業区域内土壌検査」とあるのは「水質検査」と読み

替えるものとする。

２ 水質検査は、前項の規定により読み替えて準用する前条第３項の規定に

より採取した試料について、それぞれ別表第３の項目の欄に掲げる項目ご

とに、同表の測定方法の欄に掲げる方法により行うものとする。

（小規模特定事業区域内土壌検査及び水質検査の報告）

第１８条 条例第１６条第１項の規定による報告は、小規模特定事業区域内

土壌検査等報告書（様式第１８号）に、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める書類を添えて行うものとする。

（１） 小規模特定事業区域内土壌検査 当該小規模特定事業区域内土壌

検査に使用した土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真並びに第

１６条第３項の規定により採取した試料の検体試料採取調書及び土壌

検査証明書

（２） 水質検査 当該水質検査に使用した排水を採取した地点の位置図

及び現場写真並びに前条第１項の規定により読み替えて準用する第１

６条第３項の規定により採取した試料ごとの検体試料採取調書及び計

量士が発行した水質検査証明書（様式第１９号）

、 、２ 条例第１６条第１項の規則で定める日は 次の各号に掲げる区分に応じ

当該各号に定める日とする。

（１） 第１６条第１項の規定により行う小規模特定事業区域内土壌検査

又は前条第１項の規定により読み替えて準用する第１６条第１項の規



- 79 -

定により行う水質検査 第１６条第１項各号に該当する日から１月を

経過する日

（２） 第１６条第２項の規定により行う小規模特定事業区域内土壌検査

又は前条第１項の規定により読み替えて準用する第１６条第２項の規

定により行う水質検査 市長の定める日

（書類の備置き等）

第１９条 条例第１７条第１項の規則で定める書類及び図面は、次に掲げる

ものとする。

（１） 第９条第４項に規定する小規模特定事業軽微変更届出書の写し

（２） 第１０条第２項に規定する土砂等搬入届出書及びその添付書類の

写し

（３） 前条第１項に規定する小規模特定事業区域内土壌検査等報告書及

びその添付書類の写し

（車両の表示）

第２０条 条例第１８条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。

（１） 小規模特定事業に係る土砂等の搬入の用に供する車両である旨

（２） 小規模特定事業区域の所在地（小規模特定事業区域の所在地の全

てを記載することができないときは、当該小規模特定事業区域を代表

する所在地）

（３） 小規模特定事業の許可を受けた者の氏名又は法人の名称

（４） 小規模特定事業の許可番号

（５） 小規模特定事業区域に土砂等を運搬する者の氏名又は法人の名称

（身分証明書）

第２１条 条例第２３条第３項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書

（様式第２０号）によるものとする。

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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（経過措置）

２ この規則の施行の日前に行った渋川市土砂等による埋立て等の規制に関

する条例施行規則第１０条第４項の土壌検査、同規則第１６条第１項の小

規模特定事業区域内土壌検査及び同規則第１７条第１項において読み替え

て準用する同規則第１６条第１項の水質検査については、なお従前の例に

よる。

３ この規則の施行の際現に改正前の渋川市土砂等による埋立て等の規制に

関する条例施行規則の規定により作成されている用紙は、当分の間、適宜

補正して使用することができる。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に行った渋川市土砂等による埋立て等の規制に関

する条例施行規則第１０条第４項の土壌検査、同規則第１６条第１項の小

規模特定事業区域内土壌検査及び同規則第１７条第１項において読み替え

て準用する同規則第１６条第１項の水質検査については、なお従前の例に

よる。

３ この規則の施行の際現に改正前の渋川市土砂等による埋立て等の規制に

関する条例施行規則の規定により作成されている用紙は、当分の間、適宜

補正して使用することができる。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に行った渋川市土砂等による埋立て等の規制に関

する条例施行規則第１０条第４項の土壌検査、同規則第１６条第１項の小

規模特定事業区域内土壌検査及び同規則第１７条第１項において読み替え

て準用する同規則第１６条第１項の水質検査については、なお従前の例に

よる。
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附 則

この規則は、令和元年７月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前に行った渋川市土砂等による埋立て等の規制に関

する条例施行規則第１０条第４項の土壌検査及び同規則第１６条第１項の

小規模特定事業区域内土壌検査については、なお従前の例による。

３ この規則の施行の際現に改正前の渋川市土砂等による埋立て等の規制に

関する条例施行規則の規定により作成されている用紙は、当分の間、適宜

補正して使用することができる。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に行った渋川市土砂

等による埋立て等の規制に関する条例施行規則第１０条第４項の土壌検査

については、改正後の別表第１の規定にかかわらず、なお従前の例による。

３ 施行日前に土砂等の埋立て等が行われた渋川市土砂等による埋立て等の

規制に関する条例（平成２６年渋川市条例第４９号。以下「条例」という。）

第７条第１項に規定する小規模特定事業区域（以下「小規模特定事業区域」

という。）又は前項の規定によりなお従前の例によることとされる土砂等

により埋立て等が行われた小規模特定事業区域に係る条例第１６条第１項

に規定する土壌検査については、改正後の別表第１及び別表第３の規定に

かかわらず、なお従前の例による。

４ この規則の施行の際現に改正前の渋川市土砂等による埋立て等の規制に

関する条例施行規則の規定により作成されている用紙は、当分の間、適宜

補正して使用することができる。

※ 別表及び様式は、19～52ページに記載
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渋川市土砂等による埋立て等の規制に関する条例逐条解説

渋川市市民環境部環境政策課

【趣旨】

本条は、この条例の目的を定めたものです。

【解説】

本条例の目的は、土砂等の埋立て等について必要な規制を行うことにより、①埋立て

等による土壌の汚染②埋立て等による災害の発生の2点を未然に防止し、市民の生活環

境を保全するとともに市民の安全を確保することにあります。

したがって、土砂等の埋立て等を禁止する趣旨ではありません。

【趣旨】

本条は、この条例における定義を定めたものです。

【解説】

（１） 「土砂等」とは、地表・地盤等を掘削するなどして採取された土・砂・石・

礫・砂利が集まったものをいい、砂・石などが混じっていても全体として土砂と

みなすことができる場合には、本条例が適用されます。産業廃棄物である汚泥や

コンクリートガラ等は土砂に該当せず、土砂等に廃棄物が混入し、又は付着して

いた場合は、廃棄物処理法が適用されます。本条例の適用後に土砂等に廃棄物が

混入し、又は付着していたことが明白となった場合も、その時点で廃棄物処理法

が適用されます。また、本条例の適用前に土砂等に廃棄物が混入し、又は付着し

ていることが明白となった場合も廃棄物処理法が適用されます。

（２） 「埋立て等」とは、土地の埋立て、盛土、その他土地への堆積（製品の製造

（目的）

第１条 この条例は、土砂等による埋立て等について必要な規制を行うことにより、土

砂等による埋立て等の適正化を図り、もって生活環境の保全及び市民の安全に資する

ことを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。

（１） 土砂等 土砂及び土砂に混入し、又は付着した物（廃棄物の処理及び清掃に

関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物を除く。）

をいう。

（２） 埋立て等 土地の埋立て、盛土その他の土砂等の堆積（製品の製造又は加工

のための原材料の埋立て、盛土その他の土砂等の堆積を除く。）をいう。

（３） 小規模特定事業 土砂等埋立等区域（土砂等による埋立て等を行う区域をい

う。以下同じ。）以外の場所から排出され、又は採取された土砂等による埋立て

等を行う事業であって、当該土砂等埋立等区域の面積が５００平方メートル以上

３，０００平方メートル未満であるものをいう。
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又は加工のための原材料の堆積を除く。）を行うことをいいます。

①「埋立て」とは、周辺地盤面より低い窪地等を埋め立てることをいいます。

②「盛土」とは、周辺地盤面より高くなるように土砂等を盛り、かつ将来にわた

ってその形状の変更が予定されていないものをいいます。

③「堆積」とは、一時的に土砂等を盛り、将来その形状の変更が予定されている

ものをいいます。

（３） 「小規模特定事業」とは、埋立て等を行う区域以外の場所において採取又は

製造が行われた土砂等による埋立て等であって、その区域の面積が、500 ㎡以上

3,000㎡未満であるものをいいます。

3,000㎡以上は特定事業となり、群馬県の許可を受ける必要があります。

砕石、ＲＣ砕石については、土砂等に含まれません。ただし、埋立て等に使用する場合は、廃棄物

処理法第 2条第 1項に規定する廃棄物に属さないもので、かつ、土壌基準を満たすのもでなければな
りません。

セメント、陶器、ブロック等を想定され、製品の製造又は加工するための原材料は、石灰石、粘土、

砂等のことです。

一時的に土砂等を積んでおくことは、「土地への堆積」となり、土砂等埋立て等区域が500㎡以上の

場合は、許可を受ける必要があります。

土砂を埋め立てる区域を指します。図にすると次のとおりです。

農業委員会で使用されている農地転用の基準（農地から一般住宅用地として利用する場合は、500

平方メートル以内の面積とします。）を参考とし、農地から一般住宅用地への農転を許可の対象から除

外するため、500㎡としました。

また、既に土砂条例を制定している高崎市、桐生市、板倉町、邑楽町は500㎡以上で、前橋市と藤

岡市は1,000㎡以上となっています。本市では、規制の対象を広げるため前者の500㎡と規定しまし

た。

Ｑ１ ＲＣ砕石は土砂等に含まれるのか？

Ｑ２ 条例第2条中（定義）「製品の製造又は加工のための原材料」とは何か？

Ｑ３ 一時的に土砂等を積んでおく場合は許可を受ける必要があるのか？

Ｑ４ 500㎡以上3,000㎡未満の区域とは、どの区域を指すのか？

Ｑ５ なぜ500㎡以上なのか？

土砂等埋立て等区域

500㎡以上3,000㎡未満

小規模特定事業区域
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土砂の埋立て等を行う土地の区域が一体の区域を構成しているか若しくは一体的な利用が可能な区

域かどうかの判断によって許可が必要かどうか決まります。判断にあっては、①物理的一体性（埋立

て等を行う土地が隣接しているか）、②機能的一体性（埋立行為が相互に関連しているか）、③事業者

の同一性（会社法上親子会社であるか等）等を勘案して総合的に判断します。

【趣旨】

本条は、市の責務について定めたものです。

【解説】

本条例の目的に従い、市が「土砂等による埋立て等の適正化に関する施策」を実施す

ることを前提に、市内で行われる土砂等による埋立て等の状況を把握し、不適正な土砂

等の埋立て等を防止します。また、3,000 ㎡以上の土砂等の埋立て等は群馬県になり、

群馬県との連携が重要なため、群馬県との協力を明文化しました。

【趣旨】

本条は、土砂等による埋立て等を行う者の責務について定めたものです。

【解説】

土砂等の埋立て等を行う場合、 埋立て等を行う者は次の義務を負うことになります。

①土壌の汚染を生じさせるおそれのある埋立て等を行わないようにする。

②災害の発生の防止のために必要な措置をとる。

③周辺の地域の生活環境の保全に配慮する。

不適正な土砂等の埋立て等は、土砂等埋立等区域だけでなく地下水等により被害が拡大し、周辺地

域にも被害が及ぶ恐れがあります。

周辺の地域の生活環境の保全とは、人間の日々の生活に大きくかかわっている自然的・社会的な環

境を保ち、周辺の地域が安全で安心して健康な生活を送れるように維持することです。

Ｑ６ 隣り合った土砂等埋立て等区域の面積を合計すると500㎡以上の面積となるが、個々の土地の

面積は500㎡未満の場合、許可を受ける必要があるか？

（市の責務）

第３条 市は、市の区域内における土砂等による埋立て等の状況を把握し、土砂等に

よる埋立て等の適正化に関する施策を講ずるとともに、群馬県が講ずる土砂等によ

る埋立て等に関する施策について必要に応じて協力するものとする。

（土砂等による埋立て等を行う者の責務）

第４条 土砂等による埋立て等を行う者は、土壌の汚染を生じさせるおそれのある埋立

て等を行うことのないよう努め、及び災害の発生の防止のために必要な措置を講ずる

とともに、土砂等埋立等区域の周辺の地域の生活環境の保全に配慮しなければならな

い。

Ｑ７ 条例第4条中（土砂等による埋立て等を行う者の責務）の「周辺の地域の生活環境の保全」と

は何か？
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【趣旨】

本条は、土砂等を排出する者及び土地所有者の責務について定めたものです。

【解説】

１ 土砂等を排出する場合、土砂等を排出するものは次の義務を負うことになります。

①土壌の汚染を生じさせるおそれのある土砂等の拡散を防止する。

②適正な埋立て等が行われるよう当該埋立て等を行う者に協力する。

２ 埋立て等を行う土地の所有者に対しては、土壌の汚染や災害の発生を考慮しない安

易な土地の提供を行わないよう、自己の所有する土地に関する注意義務を規定しまし

た。

【趣旨】

本条は、埋立て等に供される土砂等の環境基準について定めたものです。

【解説】

環境基本法第16条は「政府は、大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る

環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維

持されることが望ましい基準を定めるものとする」と規定しており、この規定に基づき

「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成3年環境庁告示第46号）が告示されてい

ます。

本条例の目的を考慮し、埋立て等に供される土砂等の具体的な環境基準は、環境基本

法第16条第1項の規定による土壌の汚染に係る環境基準に準じて、規則別表第1で定め

ています。

条例で使用される土砂等の汚染に関する基準は、土壌汚染対策法の要措置区域の指定に使用される

環境基準と同様の基準です。

土壌汚染対策法は、土壌汚染の状況の把握、土壌汚染による人の健康被害の防止に関する措置等の

土壌汚染対策の実施を図ることにより、国民の健康を保護することを目的としています。

土砂条例は、埋立て等による土壌の汚染及び埋立て等による災害の発生を未然に防止し、市民の生

（土砂等を排出する者等の責務）

第５条 土砂等を排出する者は、土壌の汚染を生じさせるおそれのある土砂等の拡散を

防止するよう努めるとともに、当該排出する土砂等による埋立て等が行われる場合に

あっては、適正な埋立て等が行われるよう当該埋立て等を行う者に協力しなければな

らない。

２ 土砂等による埋立て等を行う者にその所有する土地を提供しようとする者は、土壌

の汚染及び災害を生じさせるおそれのある埋立て等を行う者にその所有する土地を

提供することのないよう努めなければならない。

（土砂等の汚染に関する基準）

第６条 埋立て等のために搬入される土砂等の汚染に関する基準（以下「土壌基準」と

いう。）は、環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第１項に規定する土壌の汚

染に係る環境基準に準じて、規則で定める。

Ｑ８ 土壌汚染対策法上の土壌の汚染との関わりは？
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活環境を保全するとともに市民の安全を確保することを目的としています。

土砂条例に係る当該土砂等の埋立て等により土壌汚染が発覚した場合は、土砂条例（県条例）の中

で措置命令等が発令されます。

（小規模特定事業の許可）

第７条 小規模特定事業を行おうとする者は、小規模特定事業の用に供する区域（以

下「小規模特定事業区域」という。）ごとに、市長の許可を受けなければならない。

ただし、次に掲げる埋立て等については、この限りでない。

（１） 宅地造成その他事業の工程の一部において行う土砂等による埋立て等であ

って、当該事業を行う区域において、当該区域から排出され、又は採取された

土砂等によるもの

（２） 国、地方公共団体その他規則で定める者（以下「国等」という。）が行う土

砂等による埋立て等（委託し、又は請け負わせて行うものを含む。）

（３） 法令又は他の条例（以下「法令等」という。）の規定による許可その他の処

分による土砂等による埋立て等であって規則で定めるもの

（４） この条例若しくは法令等又はこれらに基づく命令その他の処分による義務

の履行に伴う土砂等による埋立て等

（５） 前各号に掲げるもののほか、規則で定める土砂等による埋立て等

２ 前項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を市長に提出しなければならない。

（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

（２） 埋立て等の目的

（３） 小規模特定事業区域の位置及び面積

（４） 土砂等埋立等区域の位置及び面積

（５） 小規模特定事業を行う期間

（６） 小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量

（７） 小規模特定事業の施工に関する計画

（８） 小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止

に関する計画

（９） 第１３条に規定する施工管理者の氏名及び住所

（１０） 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項

３ 前項の申請書には、小規模特定事業区域の位置を示す図面その他の規則で定める

書類を添付しなければならない。

４ 第１項の許可を受けようとする者は、第２項第５号の小規模特定事業を行う期間

（以下「小規模特定事業の期間」という。）について３年を超えて申請することがで

きない。

５ 第１９条又は第２１条の規定により命令を受けた者であって、必要な改善又は措

置を完了していないものは、第１項の許可の申請をすることができない。

６ 市長は、第１項の許可には、当該許可に係る小規模特定事業区域の周辺の地域の



- 87 -

【趣旨】

本条は、小規模特定事業を行おうとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければ

ならない旨及び許可申請の手続きについて定めたものです。本条第1項の規定に違反し

た場合は、条例第27条により「2年以下の懲役又は100万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 不適正な土砂等の埋立て等は、周辺の地域の生活環境だけでなく、地下水等により

被害が拡大する恐れがあります。小規模特定事業を行うときは、許可制とし、事業の

開始から完了までの一連の事業活動について規制するものです。

許可制の適用を除外する小規模特定事業は次のとおりです。

（１） 宅地造成その他事業の工程の一部において行う土砂等による埋立て等であっ

て、当該事業を行う区域において、当該区域から排出され、又は採取された土砂

等による事業

これは、土砂等の移動がなく、当該区域内で完結するためです。

（２） 国、地方公共団体その他規則で定める者（以下「国等」という。）が行う土砂

等による埋立て等（委託し、又は請け負わせて行うものを含む。）

規則で定めるものとは、規則第4条第 1項第1号から第8号に定める次のとお

りです。規則第4条第1項第9号に定める者は、地方公共団体に準ずる者の認定申

請書（様式第1号）で確認します。これは、国、地方公共団体等が行う事業におい

ては、発注者が責任をもって事業を管理し、土壌の汚染や災害の発生につながるよ

うな無秩序な土砂等の埋立て等は行わないとみなされるためです。

①高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）第1条に規定する会社

②土地改良法（昭和24年法律第195号）第 10条第1項の規定により認可された

土地改良区、同法第77条第2項の規定による認可を受けた土地改良区連合並び

に同法第95条第1項の規定による認可を受けて土地改良事業を行う農業協同組

合、農業協同組合連合会、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体及び

同法第3条に規定する資格を有する者

③土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第4条第1項の規定により都道府県

知事の認可を受けた者、第14条第1項の規定により設立された土地区画整理組

合及び同法第51条の2第 1項に規定する認可を受けた株式会社

④地方住宅供給公社法（昭和40年法律第１124号）に規定する地方住宅供給公社

⑤公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）第10条第1項の規

定により設立された土地開発公社

⑥独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第2条第1項に規定する独立行

政法人

⑦国立大学法人法（平成15年法律第112号）第2条第1項に規定する国立大学法

人

⑧日本下水道事業団法（昭和47年法律第41号）に規定する日本下水道事業団

（３） 法令又は他の条例（以下「法令等」という。）の規定による許可その他の処分

生活環境の保全又は災害の発生の防止のため必要な条件を付し、及びこれを変更す

ることができる。
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による土砂等による埋立て等であって規則で定める事業

規則第5条で定める事業は次のとおりです。

・採石法、砂利採取法に基づき許認可等がなされた採取場において採取された土

砂等を販売するために一時的に土砂等の堆積を行う事業

・廃棄物処理法に基づく土砂等による埋立て等

（４） この条例若しくは法令等又はこれらに基づく命令その他の処分による義務の

履行に伴う土砂等による埋立て等

適正な埋立て等でなければならないことはいうまでもありません。

（５） 前各号に掲げるもののほか、規則で定める土砂等による埋立て等

規則第6条で定める土砂等による埋立て等は、次のとおりです。

①非常災害のために必要な応急措置として行う土砂等による埋立て等

②運動場、駐車場その他の施設の本来の機能を保全する目的で通常の管理行為と

して行う土砂等による埋立て等

③主として自己の居住の用に供する住宅の建築のために行う土砂等による埋立て

等

④主として住宅の用に供する土地の開発のために行う土砂等による埋立て等

※④については、事前に小規模特定事業に関する届出書（様式第１号の２）の

提出を行った土砂等による埋立て等に限ります。事前に届出のないものは許可

の対象となります。

２ 規則第7条に定める小規模特定事業許可申請書（様式第2号）の必要事項を定め、

当該事項を確認する書類を添付しなければならないこととしました。

３ 規則で定める書類は、規則第7条第3項第1号から第17号までに示す次のとおりで

す。

（１） 小規模特定事業区域の位置を示す図面

（２） 小規模特定事業区域の付近の見取図

（３） 土砂等埋立等区域の見取図

（４） 許可を受けようとする者（以下「申請者」という。）が個人である場合にあっ

ては、申請者の住民票の写し

（５） 申請者が法人である場合にあっては、法人の登記事項証明書及び印鑑証明書、

法人の役員の全員の住民票の写し

（６） 申請者が小規模特定事業区域内の全部又は一部の土地の所有権を有しない場

合にあっては、当該所有権を有しない土地を使用する権原を証する書類

（７） 小規模特定事業の施工が請負によって行われる場合にあっては、当該請負の

契約書の写し

（８） 施工管理者の住民票の写し

（９） 小規模特定事業区域の現況平面図、現況断面図及び面積計算書

（10） 小規模特定事業区域の計画平面図、計画断面図及び雨水排水図

（11） 土砂等埋立等区域の計画平面図、計画断面図及び面積計算書

（12） 埋立て等をする土砂等の予定容量計算書

（13） 土砂等による埋立て等の構造の安定計算（以下「安定計算」という。）を行う



- 89 -

ときは、当該安定計算を記載した書面

（14） 擁壁を設置する場合にあっては、当該擁壁の構造計画及び構造計算を記載し

た書面（応力算定及び断面算定を記載した書面を含む。）

（15） 雨水等を適切に排水しなければ埋立て等をした土砂等が流出し、又は崩落に

よる災害が発生するおそれがある場合にあっては、当該小規模特定事業区域にお

ける排水施設の構造計画図並びに流出量算定及び排水断面算定を記載した書面

（16） 法令等に基づく許認可等を要するものである場合にあっては、小規模特定事

業が当該法令等に基づく許認可等を要するものであることを示す書類

（17） 土砂等埋立等区域の現況写真

（18） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

４ 群馬県土砂等による埋めて等の規制に関する条例（以下「県条例」という。）との均

衡を勘案し、3年としました。

５ 県条例と同様に、改善命令及び措置命令に対する処置を完了していない者は、許可

の申請をできないこととしました。

６ 本条例の目的に沿った許可とするため、市長が必要な条件又は許可の変更を行うこ

とができることとしました。

当該区域外からの土砂等の搬入を行う場合は、土砂等埋立て等面積によって該当する場合がありま

す。

国、地方公共団体等が行う事業（以下「国等」という）で、国等の設計、施工管理により行われる

道路工事や造成工事等は、届出の該当になりません。但し、国等が発注する事業により発生する残土

の処分については、処分のための土砂等の埋立て等を国等が行うもの（設計・施工・管理等を国等が

行う）なのかどうかで判断することになり、国等が行わないものについては、許可が必要になります。

なお、造成工事については、当該工事を行う区域において、当該区域から排出・採取された土砂等

による当該区域内意の埋立て等は、条例第7条第1項第1号により届出の該当になりません。別の場

所から土砂を搬入し埋立てする場合は、土砂等埋立て等面積によって該当する場合があります。

Ｑ１０と同様の扱いとなります。

国等の設計、施工管理により行われるものは、該当になりませんが、残土処分等において国等が行

わないものは許可が必要になります。

国等が行う事業においては、発注者が責任をもって事業を管理し、土壌の汚染や災害の発生につな

がるような無秩序な土砂等の埋立て等は行わないとみなされるためです。

非常災害のために必要な応急措置とは、主に自然災害が発生した場合に、市民の安全を確保するた

めに必要と判断した場合に行う土砂等による埋立て等のことです。

Ｑ９ 条例第7条（小規模特定事業の許可）第1項第1号宅地造成の場合で、僅かな量でも当該区域

外から搬入するときは許可が必要か？

Ｑ１０ 道路工事や造成工事も該当するのか？

Ｑ１１ 市が委託又は請け負わせた埋立て等は届出が必要なのか？

Ｑ１２ 非常災害のために必要な応急措置とは何か？緊急に恒常的な措置を行う場合は含まれるの

か？【規則内容】
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具体的には、地震・台風・噴火等の自然災害により土地が変形し、市民の安全を脅かすと判断され

た場合の埋立て等を想定しています。

緊急に恒常的な措置を行う場合は、状況に応じて慎重に判断する必要があります。

地方公共団体がその資本金、基本金その他これらに準ずるものを出資している法人が該当します。

渋川市であれば、（一社）渋川市公共施設管理公社などです。ただし、「地方公共団体に準ずる者の認

定申請書」が提出され、市長が地方公共団体に準ずる者として認定した法人に限ります。

小規模特定事業の許可の申請の期間に具体的な規定はありませんが、申請を受けてから、市で審査

を行い、許可を出します。許可を受けなければ事業を開始することができず、土砂等の搬入もできま

せん。したがって事業を行う予定の４０日以前の申請が望ましいと考えています。

また、土砂等を搬入する１０日前までに土砂等搬入届出書の届出が必要となります。

Ｑ１３ 地方公共団体に準ずる者の認定申請を必要とするのは、例えばどのような団体か？

【規則内容】

Ｑ１４ 小規模特定事業の許可はいつまでに受けるのか？

（許可の基準）

第８条 市長は、前条第１項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認

めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。

（１） 前条第１項の許可の申請をする者が次のいずれにも該当しないこと。

ア 小規模特定事業に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認め

られる相当の理由がある者

イ 前条第１項の規定による許可（次条第１項の規定による変更の許可を受け

た場合にあっては、当該変更の許可を含む。以下「許可等」という。）を取り

消され、その取消しの日から５年を経過しない者

ウ この条例又はこの条例に基づく処分に違反して刑に処せられ、その執行を

終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者

エ 群馬県土砂等による埋立て等の規制に関する条例（平成２５年群馬県条例

第４７号。以下「県条例」という。）又は県条例に基づく処分に違反して刑に

処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５

年を経過しない者

オ 渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）第２条第２号に

規定する暴力団員

カ 未成年者で、その法定代理人（法人の場合は、その役員を含む。）がオに該

当する者であるもの

キ 法人で、その役員又は使用人のうちにアからカまでのいずれかに該当する

者があるもの

ク 個人でその使用人のうちにアからカまでのいずれかに該当する者があるも

の

ケ オに該当する者がその事業活動を支配する者

（２） 前条第２項第７号の小規模特定事業の施工に関する計画（以下「施工計画」
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【趣旨】

本条は、許可の基準について定めたものです。

【解説】

（１） 本条第1号は、欠格要件（許可を受けられれない者）について定めています。

不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認められる相当の理由は、個別に判

断する必要があると考えられ、具体的事案に応じて慎重に判断するものと考えま

す。

（２） 本条第2号の「規則で定める技術上の基準」は、規則別表第2に示すとおり

です。

（３） 本条第第3号の土地所有者の承認は、規則第8条第2項に定める小規模特定

事業に係る土地所有者の承認書（様式第3号）にて得ることとしました。

不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認められる相当の理由は、個別に判断する必要がある

と考えられ、具体的事案に応じて慎重に判断する必要があります。

想定される相当の理由とは、法人が粉飾決算等により起訴された場合や他自治体への土砂条例に係

る届出で不正な行為を行った場合などを想定しています。

という。）が規則で定める技術上の基準に適合していること。

（３） 小規模特定事業を行うことについて、規則で定めるところにより、当該小

規模特定事業に係る小規模特定事業区域の土地の所有者の承認を得ているこ

と。

Ｑ１５ 条例第8条（許可の基準）第1項第1号アに規定されている「相当の理由」とは何か？

（変更の許可）

第９条 第７条第１項の許可を受けた者は、同条第２項第２号から第８号までに掲

げる事項を変更しようとするときは、規則で定めるところにより、市長の許可を

受けなければならない。ただし、規則で定める軽微な変更については、この限り

でない。

２ 前項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、規則で定める

事項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。

３ 第７条第１項の許可を受けた者は、同条第２項第１号若しくは第９号に掲げる

事項の変更又は第１項ただし書きに規定する軽微な変更があったときは、規則で

定めるところにより当該変更のあった日から１４日以内にその旨を市長に届け出

なければならない。

４ 第１項の許可を受けようとする者は、小規模特定事業の期間の変更（当該小規

模特定事業の期間を延長させるものに限る。次項において同じ。）を申請しようと

する場合にあっては、第７条第１項の許可を受けた小規模特定事業の期間の満了

する日から起算して１年を超えて小規模特定事業の期間の変更をすることはでき

ない。

５ 前項の規定による小規模特定事業の期間の変更の申請があった場合において、

当該小規模特定事業の期間（以下この項において「許可の有効期間」という。）の
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【趣旨】

本条は、変更の許可及び軽微な変更について定めたものです。本条第1項又は第3項

の規定に違反した場合は、条例第27条又は第30条により「2年以下の懲役又は100 万

円以下の罰金」又は「30万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 本条第1項の「規則で定める軽微な変更」は、規則第9条第2項に示す次のとおり

です。いずれも短縮又は減少させるものに限ります。

（１） 小規模特定事業の期間の変更

（２） 条例第7条第2項第6号の小規模特定事業区域に搬入する土砂等の数量の変

更

（３） 施工計画の変更（前2号に掲げる事項の変更に係るものに限る。）

２ 本条第2項の「規則で定める事項」は、規則第9条第3項に示す次のとおりです。

（１） 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

（２） 変更の内容及びその理由

（３） 前2号に掲げるもののほか、市長が別に定める事項

３ 本条第3項の変更の届出は、規則第9条第 4項に定める小規模特定事業軽微変更届

出書（様式第5号）に次の書類を添えて行います。

（１） 申請者又は施工管理者の住所又は氏名の変更の場合にあっては、住民票の写

し

（２） 法人の主たる事務所の所在地、その名称又は代表者の氏名の変更の場合にあ

っては、法人の登記事項証明書

４ 県条例と同様に「小規模特定事業の期間の満了する日から起算して１年を超えて小

規模特定事業の期間の変更をすることはできない」としました。

５ 県条例と同様の内容としました。

満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の許可は、許可の

有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。

６ 第７条第３項、第５項及び第６項並びに前条の規定は、第１項の申請及び許可

の基準について準用する。この場合において、第７条第３項中「前項」とあるの

は「第９条第２項」と、第７条第５項及び第６項中「第１項の許可」とあるのは

「第９条第１項の変更の許可」と第８条中「前条第１項の許可」とあるのは「第

９条第１項の変更の許可」と、第８条第３号中「小規模特定事業を」とあるのは

「小規模特定事業の変更を」と読み替えるものとする。

（土砂等の搬入の事前届出等）

第１０条 許可等を受けた者は、当該許可等を受けた小規模特定事業区域に土砂等を

搬入しようとするときは、土砂等の排出の場所ごと又は規則で定める土砂等の量を

超えるごとに、規則で定めるところにより、搬入しようとする日の１０日前までに

市長に届け出なければならない。ただし、生活環境の保全又は災害の発生の防止の

ため緊急の必要があると市長が認めるときは、この限りでない。
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【趣旨】

本条は、土砂等の搬入の事前届出について定めたものです。本条第1項又は第3項の

規定に違反した場合は、条例第29条又は第28条により「50万円以下の罰金」又は「1

年以下の懲役又は100万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 搬入する前に、環境基準に適合しない土砂等による土地の埋立て等を防止するため

に規定したものです。土砂の排出の場所ごと又は5,000 ㎥の土砂等について、規則第

10条第 2項に定める土砂等搬入届出書（様式第6号）で10日前に市長に届出なけれ

ばなりません。本条の規定による土砂等の搬入の届出は排出場所ごと、かつ、5,000

㎥を超えるごとに行わなければならず、複数回に及ぶ可能性があります。

２ 小規模特定事業の許可を受けた者は、小規模特定事業区域に土砂等を搬入するとき

は、規則第10条第3項に定める土砂等排出元証明書（様式第7号）及び規則第10条

第4項に定める検体試料採取調書（様式第8号）並びに土壌検査証明書（様式第9号）

を土砂等搬入出書に添付しなければなりません。土砂等排出元証明書とは、どこの場

所の土砂等であるかを明らかにするもので、当該土砂等の排出元の責任者が発行する

こととしました。また、土壌検査証明書は、計量士が発行したものとしました。

当該土砂等が土壌基準に適合していることを証する書面（検体試料採取調書及び土

２ 前項の規定による届出には、小規模特定事業区域に搬入しようとする土砂等が当

該土砂等を排出する場所から排出された土砂等であること及び当該土砂等の性状が

基準に適合していることを証する書面並びに当該土砂等が土壌基準に適合している

ことを証する書面で、規則で定めるものを添付しなければならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときは、当該土砂等が土壌基準に適合していることを証

する書面の添付を省略することができる。

（１） 当該土砂等が、国等が行う事業により排出された土砂等である場合で、土

砂等の検査の必要がないと市長が認めたとき。

（２） 当該土砂等が、規則で定める法令等の規定に基づき採取された土砂等であ

る場合で、当該法令等の規定に基づき採取されたものであることを証する書面

で規則で定めるものが添付されたとき。

（３） この条例若しくは法令等又はこれらに基づく命令その他の処分による義務

の履行に伴う土砂等による埋立て等であるとき。

３ 市長は、許可等を受けた者が搬入しようとする土砂等が次の各号のいずれかに該

当する場合であって、生活環境の保全又は災害の発生の防止のため必要があると認

めるときは、当該許可等を受けた者に対し、当該届出に係る土砂等の搬入に関し必

要な事項を指示し、及び報告書の提出を求め、又はその搬入の禁止を命ずることが

できる。

（１） 許可等を受けた小規模特定事業に係る施工計画（前条第１項の規定による

変更の許可があったときは、その変更後のもの。以下同じ。）に適合しないと認

める場合

（２） その性状が規則で定める基準に適合しないと認める場合
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壌検査証明書）の添付を省略することができるのは次のとおりです。

（１） 当該土砂等が、国等が行う事業により排出された土砂等である場合で、土砂

等の検査の必要がないと市長が認めたとき。

これは、条例第7条第1項第2号の理由と同じで、国、地方公共団体等が行う

事業においては、発注者が責任をもって事業を管理し、土壌の汚染や災害の発生

につながるような無秩序な土砂等の埋立て等は行わないとみなされるためです。

（２） 当該土砂等が、規則で定める法令等の規定に基づき採取された土砂等である

場合で、当該法令等の規定に基づき採取されたものであることを証する書面で規

則で定めるものが添付されたとき。

規則で定める法令等は、規則第10条第6項に示す次のとおりです。

①採石法

②砂利採取法

規則で定めるものとは、規則第10条第7項に定める土砂等に係る売渡し・譲渡

証明書（様式第10号）です。

（３） この条例若しくは法令等又はこれらに基づく命令その他の処分による義務の

履行に伴う土砂等による埋立て等であるとき。

これは、条例第7条第1項第4号と同様で、適正な埋立て等でなければならな

いことはいうまでもありません。

３ 市長は、小規模特定事業区域の土壌中に環境基準に適合しない土砂等があることを

確認したときは、生活環境の保全又は災害の発生の防止のため必要があると認めると

き、土砂等の搬入に関し必要な指示及び報告書の提出を求めることができ、その搬入

の禁止を命令することができます。

（１） 許可等を受けた小規模特定事業に係る施工計画に適合しないと認める場合

申請時に申請書と添付した条例第7条第2項第7号に定める施工計画です。

（２） その性状が規則で定める基準に適合しないと認める場合

規則で定める基準とは、「建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関す

る判断の基準となるべき事項を定める省令別表第1上欄に掲げる第1種建設発生

土、第2種建設発生土又は第3種建設発生土」に該当する性状であるものです。

ア 第1種建設発生土とは、砂、礫質及びこれらに準ずるものです。

イ 第2種建設発生土とは、砂質土、礫質土及びこれらに準ずるもの

ウ 第3種建設発生土とは、通常の施工性が確保される粘性土及びこれに準ずる

ものです。

（小規模特定事業の完了等の手続）

第１１条 許可等を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、規則で定める

ところにより、当該各号に定める日までに、その旨を市長に届け出なければならない。

（１） 許可等を受けた小規模特定事業を完了し、廃止し、又は休止したとき 完了

し、廃止し、又は休止した日から１０日以内

（２） 休止した小規模特定事業を再開しようとするとき 再開する日の１０日前
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【趣旨】

本条は、小規模特定事業の完了等の手続きについて定めたものです。本条第1項の規

定に違反した場合は、条例第30条により「30万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 小規模特定事業の許可を受けた者は、小規模特定事業を完了し、廃止し、又は休止

したときは、10日以内に規則で定めるところ（小規模特定事業を完了したとき 小規

模特定事業完了届出書（様式第11号）、小規模特定事業を廃止し、又は休止したとき

小規模特定事業廃止（休止）届出書（様式第12号））により、その旨を市長に届け出

なければなりません。また、休止した小規模特定事業を再開しようとするときは、小

規模特定事業再開届出書（様式第13号）を届けなければなりません。

完了届、廃止届、休止届の区分を簡易に分類すると、次のとおりです。

２ 市長は、前項による届出があったとき、遅滞なく条例第7条第 2項第7号及び8号

に規定されている「小規模特定事業の施工に関する計画」、「小規模特定事業区域の周

辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画」に適合しているか確

認します。

３ 市長は前項の確認の結果を、届出者又は期間が満了した小規模特定事業を行ってい

２ 市長は、前項第１号の規定による届出（完了し、又は廃止したものに限る。以下こ

の条において同じ。）があったとき又は小規模特定事業の期間が満了したときは、遅

滞なく、これらの小規模特定事業が施工計画及び第７条第２項第８号の小規模特定事

業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止に関する計画（第９条第

１項の規定による変更の許可があったときは、その変更後のもの）に適合しているか

について確認を行うものとする。

３ 市長は、前項の確認の結果、同項に規定する計画に適合すると認めるときはその旨

の通知を、同項に規定する計画に適合しないと認めるときは災害の発生を防止するた

めに必要な措置を講ずべき旨の通知を、第１項第１号の規定による届出をした者又は

期間が満了した小規模特定事業を行っていた者に行うものとする。

４ 前項の規定により災害の発生を防止するために必要な措置を講ずべき旨の通知を

受けた者は、第１項第１号の規定による届出に係る小規模特定事業又は期間が満了し

た小規模特定事業により埋立て等をされた土砂等による災害の発生を防止するため

に必要な措置を講じなければならない。

届出の区分 届出を要する場合

完了届
小規模特定事業区域の構造が当初若しくは変更後の許可申請どおりの構

造として完成した場合

廃止届
小規模特定事業区域の構造が当初若しくは変更後の許可申請どおりの構

造として完成しないまま、埋立て等を終了する場合

休止届

小規模特定事業区域の構造が当初若しくは変更後の許可申請どおりの構

造として、完成しないまま、2か月以上にわたって埋立て等を休止する場

合。（再開の計画がないか、休止の期間が3年を超える場合については、

廃止届の取扱いとなる。
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た者に通知を行います。

４ 前項の規定により土砂等の崩落等による災害の発生を防止するために必要な措置が

講じられていない旨の通知を受けた者は、小規模特定事業に使用された土砂等の崩落

等による災害の発生を防止するために必要な措置を講じなければなりません。通知を

受けても措置を講じない場合は、条第第21条第3項の規定により措置命令が出されま

す。

【趣旨】

本条は、地位の承継について定めたものです。本条第2項の規定に違反した場合は、

条例第29条により「50万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 小規模特定事業の許可を受けた者が小規模特定事業の全部を譲り渡し、又は小規模

特定事業の許可を受けた者について相続・合併・分割があったときは、その小規模特

定事業の全部を譲り受けた者、又は相続人・合併後相続する法人・合併により設立し

た法人・分割により小規模特定事業の全部を承継した法人は、小規模特定事業の許可

を受けた者のこの条例に規定による地位を承継することとしました。

２ 小規模特定事業の許可を受けた者の地位を承継した者は、規則第13条に定める小規

模特定事業地位承継届出書（様式第14号）を、承継した日から30日以内に市長に届

け出なければなりません。

【趣旨】

本条は、施工管理者の設置について定めたものです。

【解説】

許可等を受けた者は、生活環境の保全及び災害の発生の防止のために必要な施工上の

管理を行うため、小規模特定事業区域に施工管理者を配置しなければなりません。

条例・規則で特に定めていませんが、土木施工管理技士及び建設機械施工技師の資格保有者が望ま

（地位の承継等）

第１２条 許可等を受けた者について相続、合併又は分割があったときは、相続人（相

続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により承継すべき相続人を選定し

たときは、その者）、合併後相続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割

により当該許可等に係る小規模特定事業の全部を承継した法人は、当該許可等を受け

た者のこの条例の規定による地位を承継する。

２ 前項の規定により許可等を受けた者の地位を承継した者は、規則で定めるところに

より、その日から３０日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。

（施工管理者の設置）

第１３条 許可等を受けた者は、当該許可等に係る小規模特定事業区域に施工管理者

（小規模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の発生の防止のため

に必要な施工上の管理をつかさどる者をいう。以下同じ。）を置かなければならない。

Ｑ１６ 条例第13条（施工管理者の設置）に規定されている施工管理者には必要な資格があるのか？
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しいと考えています。

【趣旨】

本条は、小規模特定事業に係る標識の掲示について定めたものです。

【解説】

１ 小規模特定事業の許可を受けた者による小規模特定事業に関する公衆への情報の提

供を義務づけ、その信頼性を高めるとともに、小規模特定事業に対する行政や住民に

よる監視を容易にするためのものです。規則第14条第1項に定める小規模特定事業に

関する標識（様式第15号）を掲示しなければなりません。

２ 変更の許可を受けたとき又は軽微な変更をしたときは、前項の標識の内容を当該変

更の許可又は届出の内容に変更しなければなりません。

【趣旨】

本条は、帳簿の記載等について定めたものです。本条第1項又は2項の規定に違反し

た場合は、条例第29条により「50万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 規則15条第1項に定める小規模特定事業施工管理台帳（様式第16号）により、小

規模特定事業区域ごとに「土砂等の搬入時期」「搬入車両の登録番号」「土砂等を運搬

した者の氏名又は法人の名称」「搬入車両の運転者の氏名」「搬入した土砂等の数量（㎥）」

「土砂等の積み込み場所」「施工作業の内容」を記載するものとしました。

２ 許可等を受けた者は、許可等を受けた日から3か月ごとに、規則第15条第3項に定

める小規模特定事業施工状況報告書（様式第17号）に当該期間の小規模特定事業施工

管理台帳の写しを添えて市長に報告しなければなりません。

定期報告は、埋立て等の進捗状況や土砂の受入残量を把握するために必要なものです。

（小規模特定事業に係る標識の掲示）

第１４条 許可等を受けた者は、当該許可等に係る小規模特定事業区域の公衆の見やす

い場所に、規則で定めるところにより、氏名又は名称その他の規則で定める事項を記

載した標識を掲示しなければならない。

２ 許可等を受けた者は、第９条第１項の変更の許可を受けたとき又は同条第３項の届

出をしたときは、速やかに、前項の標識の内容を当該変更の許可又は届出の内容に変

更しなければならない。

（帳簿の記載等）

第１５条 許可等を受けた者は、規則で定めるところにより、当該許可等に係る小規模

特定事業区域に搬入された土砂等の数量その他の規則で定める事項を帳簿に記載し

ておかなければならない。

２ 許可等を受けた者は、規則で定めるところにより、定期的に、前項の事項を市長に

報告しなければならない。

Ｑ１７ 市長への定期報告の目的は何か？また、何箇月ごとに報告しなければならないのか？
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許可等を受けた者は、許可等を受けた日から3か月ごとに、規則第15条第3項に定める小規模特定

事業施工状況報告書（様式第17号）に当該期間の小規模特定事業施工管理台帳の写しを添えて市長に

報告しなければなりません。

報告を怠ると、条例第29条第3号により、50万円以下の罰金となります。

【趣旨】

本条は、土壌の検査等について定めたものです。本条第1項又は第2項の規定に違反

した場合は、条例第29条により「50万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 許可等を受けた者は、規則第16条第1項により「小規模特定事業区域内へ土砂等の

搬入を開始した日」「前回の検査基準日」から起算して6か月を経過する日又は「小規

模特定事業区域内へ土砂等の搬入を開始した日」「前回の検査基準日」から計算して小

規模特定事業区域に搬入した土砂等の数量が5,000 ㎥を超える日のいずれか早い日に

土壌検査の結果を市長に報告しなければなりません。

本条第1項による報告は、規則第18条第1項に定める小規模特定事業区域内土壌検

査報告書（様式第18号）で報告することとしました。また、水の検査を含むときは、

規則第18条第 1項第 2号に定める水質検査証明書（様式第19号）を添付することと

しました。

２ 許可等を受けた者が当該許可等に係る小規模特定事業区域に汚染された土砂等があ

ることを確認したときは、直ちに市長にその旨を報告しなければなりません。

（土壌の検査等）

第１６条 許可等を受けた者は、規則で定めるところにより、定期的に、当該許可等に

係る小規模特定事業区域内の土砂等の検査（小規模特定事業区域から排出される水が

ある場合には、当該排出される水の検査を含む。以下「土壌検査」という。）を実施

し、規則で定める日までに、当該土壌検査の結果を市長に報告しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、許可等を受けた者は、当該許可等に係る小規模特定事業

区域に汚染された土砂等があることを確認したときは、直ちに、市長にその旨を報告

しなければならない。

（書類の備置き等）

第１７条 許可等を受けた者は、許可等を受けた日から当該許可等を受けた小規模特定

事業を完了し、若しくは廃止し、若しくは小規模特定事業の期間の満了する日又は許

可等の取消しを受けた日まで、規則で定めるところにより、当該許可等に係る第７条

第２項の申請書（第９条第１項の変更の許可を受けた場合にあっては、その申請書を

含む。）の写し、第１５条第１項の帳簿その他規則で定める書類及び図面を当該許可

等に係る小規模特定事業区域又は許可等を受けた者の最寄りの事務所若しくは事業

所に備え置き、当該小規模特定事業に関し生活環境の保全上又は災害の発生の防止上

利害関係を有する者の求めに応じ、閲覧させなければならない。
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【趣旨】

本条は、書類の備置き等について定めたものです。本条第2項の規定に違反した場合

は、条例第30条により「30万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 許可等を受けた者は、小規模特定事業区域又は許可等を受けた者の最寄りの事務所

若しくは事業所において、小規模特定事業が施工されている間、小規模特定事業に関

しこの条例の規定により公衆の閲覧に供しなければなりません。規則第19条第1項に

規定されている閲覧できる書類は次のとおりです。

（１） 小規模特定事業許可申請書の写し

（２） 小規模特定事業変更許可申請書（変更の許可を受けた場合）の写し

（３） 小規模特定事業施工管理台帳

（４） 小規模特定事業軽微変更届出書の写し

（５） 土砂等搬入届出書及びその添付書類の写し

（６） 小規模特定事業区域内土壌検査等報告書及びその添付書類の写し

２ 前項に規定する書類及び図面は、県条例と同様に完了、廃止、期間満了、取消日か

ら5年間保存しなければならないとしました。

「利害関係を有する者」とは、万が一災害が発生したときに被害者となる者等のことです。

具体的には、小規模特定事業区域の近隣住民や小規模特定事業区域が借地であれば土地の所有者等

を想定しています。

【趣旨】

本条は、車両の表示について定めたものです。

【解説】

許可等を受けた者が車両を使用して土砂等を搬入するときは、当該小規模特定事業に

係る土砂等の搬入に供する車両である旨を当該車両の見やすい箇所に表示又は表示させ

るよう努めなければなりません。規則第20条で定める事項は次のとおりです。

（１） 小規模特定事業に係る土砂等の搬入の用に供する車両である旨

（２） 小規模特定事業区域の所在地

（３） 小規模特定事業の許可を受けた者の氏名又は法人の名称

２ 許可等を受けた者は、当該許可等を受けた小規模特定事業を完了し、若しくは廃止

し、若しくは小規模特定事業の期間の満了した日又は許可等の取消しを受けた日から

５年間、前項に規定する書類及び図面を保存しなければならない。

Ｑ１８ 条例第17条（書類の備置き等）第1項の「利害関係を有する者」とは何か？

（車両の表示）

第１８条 許可等を受けた者は、車両を使用し、又は委託して小規模特定事業区域に土

砂等を搬入するとき（土砂等を排出する者が車両を使用し、又は委託して搬入すると

きを含む。）は、当該小規模特定事業に係る土砂等の搬入に供する車両である旨その

他の規則で定める事項を当該車両の見やすい箇所に表示し、又は表示させるよう努め

なければならない。
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（４） 小規模特定事業の許可番号

（５） 小規模特定事業区域に土砂等を運搬する者の氏名又は法人の名称

車両の表示は努力義務で、違反しても罰則等はありません。遵守されるか否かは当事者の任意の協

力のみに左右され、またその達成度も当事者の判断に委ねられます。

【趣旨】

本条は、改善命令等について定めたものです。本条の規定に違反した場合は、条例第

28条により「1年以下の懲役又は100万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

市長は、次のいずれかに該当するときは、許可等を受けた者に対し、期間を定めて小

Ｑ１９ 許可等を受けた者が車両を使用して土砂等を搬入するときは、当該小規模特定事業に係る土

砂等の搬入に供する車両である旨を当該車両の見やすい箇所に表示又は表示させるよう努めなけ

ればならないとあるが、表示していなかった場合の罰則等はあるのか？

（改善命令等）

第１９条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、許可等を受けた者に対し、

期間を定めて小規模特定事業の施工に関し必要な改善を命じ、又は期間を定めて小規

模特定事業の停止を命ずることができる。

（１） 許可等を受けた小規模特定事業が施工計画に適合していないと認めるとき。

（２） 許可等を受けた者が第７条第６項（第９条第６項において準用する場合を含

む。）の規定により当該許可等に付した条件に違反したと認めるとき。

（３） 許可等を受けた小規模特定事業が第８条第２号（第９条第６項において準用

する場合を含む。第２１条第１項において同じ。）に規定する技術上の基準に適

合していないと認めるとき。

（４） 許可等を受けた者が第１０条第１項又は第１２条第２項の規定に違反し、届

出をしていないと認めるとき。

（５） 許可等を受けた者が小規模特定事業区域に施工管理者を置いていないと認め

るとき。

（６） 許可等を受けた者が第１４条第１項の標識を掲示せず、氏名等の事項の全部

若しくは一部を記載せず、又は同条第２項の変更をしていないと認めるとき。

（７） 第１５条第１項の規定に違反し、帳簿に記載せず、又は同条第２項の規定に

違反し、報告をしていないと認めるとき。

（８） 第１６条第１項の規定に違反し、土壌検査を実施せず、若しくはその結果を

報告せず、又は同条第２項の規定に違反し、報告をしなかったと認めるとき。

（９） 許可等を受けた者が第１７条第１項の規定による書類の備置きをせず、又は

閲覧をさせなかったと認めるとき。

（１０） 第２３条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたと認める

とき。

（１１） 第２３条第２項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をしたと認めるとき。
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規模特定事業の施工に関し必要な改善又は小規模特定事業の停止を命令することができ

ます。また、改善命令に違反し改善されない場合は、条例第28条の規定により処罰され

ます。

（１） 許可等を受けた小規模特定事業が施工計画に適合していないと認めるとき。

（２） 許可等を受けた者が条例第7条第 6項（条例第9条第6項において準用する

場合を含む。）の規定により当該許可等に付した条件に違反したと認めるとき。

当該許可等に付した条件とは、市長が届出の許可時に、当該許可に係る小規

模特定事業区域の周辺の地域の生活環境の保全又は災害の発生の防止のために付

ける条件です。

（３） 許可等を受けた小規模特定事業が条例第8条第2号（許可の基準）（条例第9

条第 6項において準用する場合を含む。条例第21条第1項において同じ。）に規

定する技術上の基準に適合していないと認めるとき。

（４） 許可等を受けた者が条例第10条第 1項（土砂搬入事前届出）又は条例第12

条第2項（地位の承継）の規定に違反し、届出をしていないと認めるとき。

（５） 許可等を受けた者が小規模特定事業区域に施工管理者を置いていないと認め

るとき。

（６） 許可等を受けた者が条例第14条第1項（標識の掲示）の標識を掲示せず、氏

名等の事項の全部若しくは一部を記載せず、又は同条第2項の変更をしていない

と認めるとき。

（７） 条例第15条第1項（帳簿の記載）の規定に違反し、帳簿に記載せず、又は同

条第2項の規定に違反し、報告をしていないと認めるとき。

（８） 条例第16条第1項（土壌検査）の規定に違反し、土壌検査を実施せず、若し

くはその結果を報告せず、又は同条第2項の規定に違反し、報告をしなかったと

認めるとき。

（９） 許可等を受けた者が条例第17条第1項（書類の備置き）の規定による書類の

備置きをせず、又は閲覧をさせなかったと認めるとき。

（10） 条例第23条第1項（報告の徴収）の規定による報告をせず、又は虚偽の報告

をしたと認めるとき。

（11） 条例第23条第2項（立ち入り検査）の規定による検査を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をしたと認めると

き。

（許可の取消し等）

第２０条 市長は、許可等を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは当該許可

等を取り消すことができる。

（１） 県条例第７条第２項又は第３項の規定による命令に違反したとき。

（２） 偽りその他不正の手段により第７条第１項の許可を受けたとき。

（３） 第８条第１号アからケまでの規定のいずれかに該当するに至ったとき。

（４） 第９条第１項の規定により許可を受けなければならない事項を同項の許可を
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【趣旨】

本条は、許可の取消し等について定めたものです。

【解説】

１ 小規模特定事業の許可を受けた者が次のいずれかに該当するときは、当該許可を取

り消すことができることとしました。

（１） 県条例第7条第2項又は第3項の規定による命令に違反したとき。

県条例第7条では、汚染された土砂等による埋立て等の規制が規定されていま

す。

（２） 偽りその他不正の手段により条例第7条第１項（小規模特定事業の許可）の

許可を受けたとき。

偽りその他不正の手段とは、虚偽の申請、虚偽の図面などを想定しています。

（３） 条例第8条第1号アからケ（許可基準（欠格要件）までの規定のいずれかに

該当するに至ったとき。

不正又は不誠実な行為（欠格要件に該当するもの）をするおそれがあると認め

られる相当の理由は、個別に判断する必要があると考えられ、具体的事案に応じ

て慎重に判断する必要があります。

（４） 条例第9条第1項（変更の許可）の規定により許可を受けなければならない

事項を同項の許可を受けないで変更したとき。

代表者の氏名や埋立て等の目的、搬入する土砂等の数量などを変更する場合、

変更の許可を受けなければなりません。

（５） 偽りその他不正の手段により第9条第1項（変更の許可）に規定する変更の

許可を受けたとき。

偽りその他不正の手段とは、虚偽の申請、虚偽の図面などを想定しています。

（６） 条例第10条第3項（不適正な土砂搬入）の規定による命令に違反したとき。

条例第10条第3項により、当該許可等を受けた小規模特定事業に係る施工計画

に適合しないときや土砂等の性状が規則で定める基準に適合しないとき、市長は

土砂等の搬入に関し必要な指示及び報告書の提出を求めることができ、その搬入

の禁止を命令することができます。

（７） 前条第4号、第7号、第8号、第10号又は第11号のいずれかに該当し情状

受けないで変更したとき。

（５） 偽りその他不正の手段により第９条第１項に規定する変更の許可を受けたと

き。

（６） 第１０条第３項の規定による命令に違反したとき。

（７） 前条第４号、第７号、第８号、第１０号又は第１１号のいずれかに該当し情

状が特に重いとき。

（８） 前条又は次条に基づく命令に違反したとき。

２ 前項の規定により許可等の取消しを受けた者（当該取消しに係る小規模特定事業に

ついて次条第１項又は第２項の規定による命令を受けた者を除く。）は、当該取消し

を受けた小規模特定事業の小規模特定事業区域に搬入された土砂等による災害の発

生を防止するための措置を期限を定めて講じなければならない。
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が特に重いとき。

改善命令に従わず、情状が特に重いときとは、個別に判断する必要があると考

えられ、具体的事案に応じて慎重に判断する必要があります。

（８） 前条又は次条に基づく命令に違反したとき。

改善命令及び措置命令に違反したときです。

２ 許可の取消しを受けた者は、災害の発生を防止するための措置を、期限を定めて講

じなければなりません。

【趣旨】

本条は、措置命令等について定めたものです。本条の規定に違反した場合は、条例第

27条により「2年以下の懲役又は100万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 市長は小規模特定事業に供された土砂等の崩落等による災害の発生を防止するため

に緊急の必要があると認められるときは、土砂等の崩落による災害の発生を防止する

ために必要な措置をとるべきことを命ずることができることとしました。具体的には、

風水害や地震などにより、崩落や流出の危険がある場合を想定しています。

２ 市長は小規模特定事業の許可又は変更の許可を受けないで小規模特定事業を行った

者に対し、当該小規模特定事業を停止し、又は土砂等の崩落等による災害の発生を防

止するために必要な措置をとるべきことを命ずることができることとしました。

３ 市長は災害の発生を防止するために必要な措置を講ずべき旨の通知を受けた者、又

は許可等の取り消しを受けた者に対し、土砂等による災害の発生を防止するために必

要な措置を命ずることができることとしました。

市は、条例第21条により、小規模特定事業を行った者に、期間を定めて災害の発生防止に必要な措

（措置命令等）

第２１条 市長は、小規模特定事業により埋立て等をされた土砂等による災害の発生を

防止するため緊急の必要があると認めるときは、小規模特定事業を行い、又は行った

者（第８条第２号に規定する技術上の基準に違反して当該小規模特定事業を行い、若

しくは行った者に対し、当該違反行為を要求し、依頼し、若しくは唆し、又は当該小

規模特定事業を行い、若しくは行った者が当該違反行為をすることを助けた者がある

ときは、その者を含む。次項において同じ。）に対し、期間を定めて、当該小規模特

定事業により埋立て等をされた土砂等による災害の発生を防止するために必要な措

置を命ずることができる。

２ 市長は、第７条第１項又は第９条第１項の規定に違反して小規模特定事業を行い、

又は行った者に対し、土砂等による災害の発生を防止するため、期間を定めて、当該

小規模特定事業を停止し、又は必要な措置を命ずることができる。

３ 市長は、第１１条第４項又は前条第２項の規定に違反した者に対し、土砂等による

災害の発生を防止するために必要な措置を命ずることができる。

Ｑ２０ 台風地震等の自然災害で、土砂等の埋立て等を行った箇所が崩落の危険性が出てきた場合、

どのような対応になるのか？
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置命令を行います。

措置命令に違反した場合、条例第27条第1号により、2年以下の懲役または100万円以下の罰金と

なります。

条例第21条第1項は、風水害や地震などにより崩落や土砂等の流出の恐れがあり、災害発生を防止

するために緊急の対策を命ずることを想定しています。したがって、市長が天候や状況等を考慮のう

え、災害の発生防止の状況に応じて期間を定める必要があります。

【趣旨】

本条は、協力要請について定めたものです。

【解説】

市長は、生活環境の保全又は災害の発生の防止のため必要があると認めるときは、当

該土砂等の埋立て等に関係する者に、必要な協力を要請することができるとしました。

必要な協力とは、当該土砂等の埋立て等に係る情報の収集、現地への立ち入りなどを想

定しています。

小規模特定事業区域周辺の生活環境保全および災害防止のため、小規模特定事業を行う者、土砂等

を排出する者および土地所有者その他小規模特定事業に関係する者に対して、必要な協力を要請でき

ることとなっています。

具体的には、大雨が続き災害の発生が予見でき、災害防止のために協力を要請するときなどを想定

しています。

Ｑ２１ 条例第21条（措置命令等）の第1項及び第2項の「期間を定めて」とは何か？

（協力要請）

第２２条 市長は、生活環境の保全又は災害の発生の防止のため必要があると認めると

きは、埋立て等に係る土砂等を排出する者、埋立て等に係る土砂等を運搬する者、土

砂等埋立等区域又は小規模特定事業区域の土地の所有者その他の土砂等による埋立

て等に関係する者に対し、必要な協力を要請することができる。

Ｑ２２ 条例第22条（協力要請）中「必要があると認めるとき」とは、具体的にどのようなことを

想定しているのか？

（報告の徴収及び立入検査等）

第２３条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、土砂等による埋立て等を行

う者、埋立て等に係る土砂等を運搬する者、土砂等埋立等区域又は小規模特定事業区

域の土地の所有者、土砂等を排出する者その他の土砂等による埋立て等に関係する者

に対し、土砂等による埋立て等の状況その他必要な事項について報告を求めることが

できる。

２ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に土砂等埋立等区域若し

くは小規模特定事業区域若しくは土砂等による埋立て等を行う者、埋立て等に係る土

砂等を運搬する者、土砂等埋立等区域若しくは小規模特定事業区域の土地の所有者若

しくは土砂等を排出する者の事務所、事業所その他土砂等による埋立て等に関係のあ
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【趣旨】

本条は、報告の徴収及び立入検査等に定めたものです。本条第1項又は2項の規定に

違反した場合は、条例第29条により「50万円以下の罰金」に処されます。

【解説】

１ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、埋立て等を行う者に対し、埋立て

等の状況その他必要な事項について報告を求めることができることとしました。「埋立

て等を行う者」が対象であり、その者の行う「埋立て等」が小規模特定事業に該当す

るかどうか、その者が小規模特定事業の許可を受けた者であるかどうかは問いません。

２ 市長は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員に、埋立て等を行う者の

事務所、事業場その他埋立て等をし、若しくは埋立て等をした場所に立ち入り、帳簿、

書類その他の物件を検査させ、検査のために必要最小限の分量に限り土砂等埋立等区

域若しくは小規模特定事業区域の土砂等を収去させ、又は関係者に質問させることが

できるとしました。

３ 前項の規定により職員が立ち入るときは、規則第21条に規定する身分証明書（様式

第20号）を携帯し、関係者に提示しなければなりません。

４ 犯罪捜査のために認められたものではなく、あくまでこの条例の施行に必要な限度

においてです。

条例第22条の協力要請に対し、条例第23条はさらに踏み込んだ内容となっています。どちらも本

条例の目的（生活環境の保全及び市民の安全確保）を達成するために行われるものですが、条例第23

条「報告の徴収及び立入検査」に違反すると、条例第29条により50万円以下の罰金となります。

条例の目的「埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生を未然に防止し、市民の生活環境を保全す

るとともに市民の安全を確保すること」を達せられる範囲（必要な限度）で、市長及びその職員は報

告を求めることができます。職員に強い権限が与えられますが、犯罪捜査のための権限ではありませ

ん。

る場所に立ち入り、埋立て等の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、検

査のために必要最小限の分量に限り土砂等埋立等区域若しくは小規模特定事業区域

の土砂等を収去させ、又は関係者に質問させることができる。

３ 前項の規定により職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者

に提示しなければならない。

４ 第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。

Ｑ２３ 条例第22条（協力要請）と条例第23条（報告の徴収及び立入検査等）との関係は？

Ｑ２４ 条例第23条（報告の徴収及び立入検査等）第1項及び第2項の「必要な限度において」と

は？

（関係行政機関への照会等）

第２４条 市長は、この条例の規定に基づく事務に関し、関係行政機関に照会し、又は

協力を求めることができる。
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【趣旨】

本条は、関係行政機関への照会等について定めたものです。

【解説】

市長は、この条例の規定に基づく事務に関し、関係行政機関に照会し、又は協力を求

めることができるとしました。関係行政機関とは、法務局や群馬県を想定しています。

【趣旨】

本条は、手数料について定めたものです。

【解説】

１ 小規模特定事業の許可又は変更の許可を受けようとする者は、手数料を納入しなけ

ればなりません。

（１） 条例第7条第1項の規定により小規模特定事業の許可申請手数料：30,000円

（２） 条例第 9条第 1 項の規定により小規模特定事業の変更の許可申請手数料：

20,000円

２ 納付した手数料は、返還しません。

【趣旨】

本条は、委任について定めたものです。

【解説】

この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めます。

（手数料）

第２５条 次の各号に掲げる者は、当該各号に掲げる額の手数料を納付しなければなら

ない。

（１） 第７条第１項の規定により小規模特定事業の許可を受けようとする者

３０，００円

（２） 第９条第１項の規定により小規模特定事業の変更の許可を受けようとする者

２０，０００円

２ 納付した手数料は、返還しない。

（委任）

第２６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。

（罰則）

第２７条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以下の懲役又は１００万円以下の

罰金に処する。

（１） 第２１条第１項から第３項までの規定による命令に違反した者

（２） 第７条第１項又は第９条第１項の規定に違反して、小規模特定事業を行った

者
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【趣旨】

本条は、罰則について定めたものです。

【解説】

建設工事に伴い排出された土砂等による埋立て等について、有害な物質の混入や堆積

された土砂等の崩落が懸念されています。生活環境の保全及び市民の安全のために実効

性のある条例とするため、罰則が規定されています。

刑罰の程度については、県条例及び他市の条例との均衡等を考慮して定めました。

また、検察庁協議を行い、刑罰の妥当性を確認していただいています。

2年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する場合は、次のとおりです。

（１） 条例第21条第1項から第3項までの規定による命令に違反した者（措置命令

違反）

（２） 条例第7条第1項又は第9条第 1項の規定に違反して、小規模特定事業を行

った者（無許可事業、無許可変更）

平成26年9月19日付けで前橋地方検察庁と協議を行い、平成26年11月7日付けの回答を得て、

罰則の妥当性等について確認していただいています。

地方自治法第14条第3 項の規定により、地方公共団体が規定できる上限の刑罰（2年以下の懲役若

しくは禁錮、100万円以下の罰金）となっています。

【趣旨】

本条は、罰則について定めたものです。

【解説】

刑罰の程度については、県条例及び他市の条例との均衡等を考慮して定めました。

1年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する場合は、次のとおりです。

条例第10条第 3項又は第19条の規定に違反した者（搬入禁止命令違反、改善命令違

反）

Ｑ２５ 罰則規定には、地方検察庁との協議が必要だと思われるが？

Ｑ２６ 罰則をもっと重くすべきではないか？

第２８条 第１０条第３項又は第１９条の規定による命令に違反した者は、１年以下の

懲役又は１００万円以下の罰金に処する。

第２９条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。

（１） 第１０条第１項又は第１２条第２項の規定に違反して、届出をせず、又は虚

偽の届出をした者

（２） 第１５条第１項の規定に違反して、記載すべき事項を帳簿に記載せず、又は

虚偽の記載をした者

（３） 第１５条第２項又は第１６条第１項若しくは第２項の規定に違反して、報告

をせず、又は虚偽の報告をした者

（４） 第２３条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者
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【趣旨】

本条は、罰則について定めたものです。

【解説】

刑罰の程度については、県条例及び他市の条例との均衡等を考慮して定めました。

50万円以下の罰金に処する場合は、次のとおりです。

（１） 条例第10条第 1項又は第12条第2項の規定に違反して、届出をせず、又は

虚偽の届出をした者（搬入事前届出義務違反、地位承継届出義務違反）

（２） 条例第15条第1項の規定に違反して、記載すべき事項を帳簿に記載せず、又

は虚偽の記載をした者（帳簿記載義務違反）

（３） 条例第15条第 2項又は第16条第1項若しくは第2項の規定に違反して、報

告をせず、又は虚偽の報告をした者（帳簿記載事項定期報告義務違反、土壌検査・

水質検査結果報告義務違反）

（４） 条例第23条第1項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者（報告

徴収応答義務違反）

（５） 条例第23条第2項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質

問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者（立入検査忌避）

【趣旨】

本条は、罰則について定めたものです。

【解説】

刑罰の程度については、県条例及び他市の条例との均衡等を考慮して定めました。

30万円以下の罰金に処する場合は、次のとおりです。

（１） 条例第9条第3項又は第11条第1項の規定に違反して、届出をせず、又は虚

偽の届出をした者（軽微変更届出義務違反、小規模特定事業完了等届出義務違反）

（２） 条例第17条第2項の規定に違反して、同項に規定する書類及び図面を保存し

なかった者（書類等保存義務違反）

（５） 第２３条第２項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問

に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。

（１） 第９条第３項又は第１１条第１項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽

の届出をした者

（２） 第１７条第２項の規定に違反して、同項に規定する書類及び図面を保存しな

かった者

（両罰規定）

第３１条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、前４条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほかその

法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。
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【趣旨】

本条は、両罰規定について定めたものです。

【解説】

各条の規定に違反した行為者を罰するほか、行為者を雇用していた法人又は人に対し

ても同様の罰金刑を科することとしました。
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